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１．はじめに 
 

１．１．調査の背景 
 

我が国の農業産出額の約 4 割を占める施設園芸は、１年を通じて新鮮な野菜を消費者に供

給するために必要不可欠なものとなっている。しかし、近年施設園芸の農家数は、高齢化の

進展などにより平成 12年から平成 27年にかけて 226千戸から 168千戸に減少しているほか、

温室の設置面積も同時期で 45,083haから 35,185haに減少している。1 

今後、実需者ニーズを踏まえた野菜などの周年安定供給を保持するためには、生産性向上

と所得の向上に向けた取組を推進し、魅力ある農業として確立する必要がある。 

農林水産省では、昨年まで「次世代施設園芸地域展開促進事業」を通して、ICT などを活用

した高度な環境制御装置を備え、地域資源エネルギーの利用や施設の集積による施設園芸の

大規模化と生産性の向上を図ってきた。 

今年度からは、このような大規模施設園芸を展開するトップランナーの育成に加え、デー

タ駆動型農業を実践した施設園芸の全国展開をより一層促進する取り組みを開始した。それ

が、「次世代につなぐ営農体系確立支援事業のうちデータ駆動型農業（スマートグリーンハウ

ス展開推進）」である。 

この事業は、高度環境制御装置を取り入れた施設の面積を、事業実施年度を基準として翌々

年度までに 3%以上増加させることを成果目標としている。 

 
 
１．２．調査の目的 

 

この調査の目的は、スマートグリーンハウスの展開推進に向けて、「データ駆動型の栽培体

系の確立」の観点から、スマート化システムの導入・活用状況、及びそれに伴う労働生産性

や収益性との関連について、実態調査・分析を行うものである。 

 全国実態調査は、環境制御技術が導入された概ね 1ha 以上の施設園芸や人工光型植物工場

の事業者の数や収益、課題などについて把握、整理するもので、事例調査は、先進的な施設

園芸や植物工場の事業者、その支援を行っている自治体に対してヒアリング調査を行い、そ

の創意工夫について取りまとめたものである。 

いずれの調査においても、生産面及び経営面で直面する課題の克服や目標の達成に向けて

挑戦を続けている姿が見えるものであり、この結果が今後スマートグリーンハウスに関する

取り組みに向かおうと考えている農業者や事業者、地方公共団体など、施設園芸の関係者の

参考になれば幸いである。 

なお、本調査は、株式会社三菱総合研究所により行われた。各事例に記載されている内容

は取材時点のものであり、その後、新たな取り組みが行われている場合もあり得ることを申

し添える。  

 
1 農林水産省「農林業センサス」 
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１．３．環境制御施設及び植物工場とは 
 

環境制御をしている施設園芸及び植物工場とは、施設内で植物の生育環境（光、温度、湿

度、CO2濃度、養分、水分など）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、一定の気密性を保持

した施設内で、環境及び生育のモニタリングに基づく高度な環境制御と生育予測を行うこと

により、季節や天候に左右されずに野菜などの植物を計画的かつ安定的に生産できる栽培施

設のことである。 

本報告では、これらの栽培施設を太陽光型、太陽光・人工光併用型、人工光型と分類して

いる 

●太陽光型 

温室などの半閉鎖環境で太陽光の利用を基本として、環境を高度に制御して周年・計画生

産を行う施設で、人工光による補光をしていない施設。 

なお、本調査では栽培施設面積が概ね 1ha以上の太陽光型の施設を調査対象としている。 

●太陽光・人工光併用型（以下、併用型という。） 

温室などの半閉鎖環境で太陽光の利用を基本として、環境を高度に制御して周年・計画生

産を行う施設で、特に人工光によって夜間など一定期間補光している施設。 

●人工光型 

太陽光を使わずに閉鎖された施設で人工光を利用し、高度に環境を制御して周年・計画生

産を行う施設。 
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２．大規模施設園芸及び植物工場の全国実態調査 
２．１．調査の概要 
 
（１）調査・分析の視点 

本調査は、全国の施設園芸・植物工場における経営の実態を明らかにするとともに、生産

管理や労働生産性、コスト構造、従業員の労働時間に関する実態及び販路確保の状況に関し

て実態を整理した。 
収支分析やコスト構造分析においては、栽培規模や労働生産性、販路等の実態がどの様な

影響をもたらしているか、クロス集計による要因分析も行った。 
 
（２）実施方法 

調査票配布先は、各種新聞やニュースリリースで得た情報のほか、一般社団法人日本施設

園芸協会、農林水産省地方農政局及び内閣府沖縄総合事務局農林水産部、都道府県の協力を

得て収集した情報をもとに、調査対象とする事業者を抽出し、計 403 票の調査票を郵送また

はメール添付で配布し、103票を回収（回収率 25.4%）、94票の有効回答（有効回答率

23.2%）を得た。 

なお、各設問は当該質問への有効回答をもとに集計しているため、設問ごとに集計母数

（以下、N値）が異なる。また、回答割合は、小数点以下を四捨五入しているため、合計が

100％にならない場合がある。 

 

図表 1 回収結果 
対象 全国の植物工場及び大規模施設園芸事業者 

調査期間 令和 2年 9月から 12月 

発送数 406票 

回収数 103票（うち集計対象外 4票、太陽光概ね 1ha未満 5票） 

回収率 25.4% 

有効回答数 94票 

有効回答率 23.2% 

 
 
（３）留意事項 

本調査は、上記実施方法に基づき、日本施設園芸協会が毎年見直している配布先リストに

ある事業者に調査票を配布している。しかし、回答者は毎年同じではないため、データの継

続性はなく、調査結果はその年ごとの回答者の実態を反映したものである。 

また、回収数からもわかる通り、その年ごとに調査に協力をいただいた事業者の状況を取

りまとめた結果であり、全植物工場、施設園芸の実態を必ずしも正確に把握できていない可

能性がある。本調査結果は、参考値として活用いただくことを推奨する。 
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２．２．結果の概要 
（１）回答事業者の施設及び組織について 

 
① 施設の栽培形態 
回答者の栽培形態の分布をみると、太陽光型、人工光型がそれぞれ 48%、39%となってお

り、両タイプを合計すると栽培形態の大半を占める。 
また、太陽光・人工光併用型（以下、「併用型」という。）及び人工光型について、導入し

ている光源をみると、79％が LED を導入しており、特に人工光型では 90％に及ぶ。その他

として内訳の回答があったのは、併用型での導入率は 36％となっている。 
 

 
図表 2 栽培形態 

 
 

 
図表 3 光源（太陽光・人工光併用型、人工光型のみ） 
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② 組織形態 
組織形態は、全体では株式会社（農地所有適格法人を除く。）が 51％で最も多く、次いで

農地所有適格法人が 41％となっている。 
栽培形態ごとにみると、太陽光型では農地所有適格法人が 63％を占め、次いで株式会社

が 35％を占めている。太陽光型で農業者等の割合が高いのは、農地に立地していることが

多く、元々その土地の農業者が主体となっていることによるものと推測される。 
一方で、人工光型についてみると、株式会社の割合が 77％と高い。これは、人工光型に

関しては農地以外に立地する事例も多く、農業以外の企業が参入しやすいことによると考え

られる。 
 

 

図表 4 組織形態 

 
 

直近 3 年との比較では、回答者のうち農業者等（農地所有適格法人と農業者）と株式会社

では農業者等の割合が低めであったが、近年はそれぞれ半数程度となっている。 
 

 
図表 5 組織形態の時系列比較 
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③ 栽培開始年 
栽培開始年は、全体では平成 28 年（2016 年）以降が 36％を占めている。平成 23～27 年

（2011～2015 年）が 38％と、近年の参入者の増加がうかがえる。 
栽培形態別にみると、太陽光型では平成 28 年（2016 年）以降が 33%と多く、平成 23～27

年（2011～2015 年）が 40%であり、8 割強が平成 23 年（2011 年）以降の参入である。ま

た、人工光型では、平成 23～27 年（2011～2015 年）の栽培開始が 44%と多く、次いで平成

28 年（2016 年）以降が 39%と、8 割超が平成 23 年（2011 年）以降の参入である。 
 

 

図表 6 栽培開始年 

 
  

8%
(7)

10%
(4)

25%
(3)

7%
(6)

7%
(3)

17%
(2)

3%
(1)

4%
(4)

2%
(1)

8%
(1)

6%
(2)

8%
(7)

7%
(3)

8%
(1)

8%
(3)

38%
(34)

40%
(17)

8%
(1)

44%
(16)

36%
(32)

33%
(14)

33%
(4)

39%
(14)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(N=90)

太陽光型
(N=42)

太陽光・人工光併用型
(N=12)

人工光型
(N=36)

～H7年（～1995） H8~12年（1996~2000） H13~17年（2001~2005）
H18~22年（2006~2010） H23~27年（2011~2015） H28年（2016～）



7 

④ 雇用者数 
施設における平均雇用者数 2をみると、通年（正規）の雇用者は、全体では 1～5 人未満が

42％と最も多い。栽培形態別にみると、併用型、太陽光型、人工光型の順に正規雇用者が少

なくなる傾向にあり、施設当たり正規雇用者数の平均はそれぞれ 9.9 人、7.9 人、5.3 人であ

った。 
 

 
図表 7 雇用者数（通年：正規） 

 
非正規・パートの通年雇用者は、全体では 20～50 人未満が 31%と最も多い。施設当たり

パート雇用者数の平均は、太陽光型で 43.4 人、併用型で 47.3 人、人工光型で 18.3 人であ

り、特に太陽光型では、20～50 人未満が 39%、50 人以上が 32％と高くなっている。 
 

 

図表 8 雇用者数（通年：非正規・パート） 

 

 
2 正規雇用の従業員は、「通年：正規」とし、非正規雇用のうち定常的に勤務している従業員は、「通年：非正

規・パート」とした。また、非正規雇用のうち収穫期間など、繁忙期に臨時で勤務する従業員は、「期間雇用

（ピーク時）」と表記して、3 つに分類して調査・集計を行っている。 
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一方、ピーク時の期間雇用者数をみると、雇っていないという事業者を除き、全体では

20～50 人未満が 25％で最も多かった。 
栽培形態別に施設当たり期間雇用者数の平均をみると、太陽光型で 39.2 人、併用型で

35.1 人、人工光型で 12.4 人であった。 
定植や収穫など季節によって繁閑の波の大きい太陽光型、併用型では期間雇用の人数が多

く、一方で作業を通年で平準化している人工光型では期間雇用者数は比較的少ないことがわ

かる。 

 

図表 9 期間雇用者数（ピーク時） 

 
太陽光型や併用型では、施設面積が大きく、栽培管理の作業は施設一棟ごとの条件や日照
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一方、人工光型では、施設面積が小さく、多段式での栽培が一般的で作業の動線が短いこ

と、栽培のサイクルが短く、年間を通して作業が平準化されていることなどが、栽培管理の
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外国人実習生を受け入れていると回答した事業者は全体で 24％となっている。栽培形態

別にみると、太陽光型での割合が高く、39%で外国人実習生を受け入れている。また、昨年

度と比較したところ、太陽光型では平均人数が減っており、新型コロナウイルスによる交流

阻害の影響は太陽光型には若干見られるが、その他の形態では影響がない。 
 

 
 

図表 10 外国人実習生数 
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障害者を雇用していると回答した事業者は全体で 32％となっている。障害者を雇用して

いる事業者の組織形態は、農地所有適格法人 45%、株式会社 50%が大半を占める。 
障害者雇用促進法では、従業員が一定規模以上の事業者は、一定割合の障害者雇用が義務

付けられている。3 
 

 
図表 11 障害者雇用者数 

  

 
3 障害者雇用促進法では、2018 年 4 月に対象となる民間事業主の範囲が、従来の従業員 50 人以上から 45.5 人

以上に拡大され、法定雇用率も 2%から 2.2%に引き上げられた。2021 年 4 月からは、民間企業の法定雇用率が

2.3%に引き上げられる見込みである。 

64%
(55)

68%
(50)

60%
(24)

50%
(17)

60%
(9)

56%
(5)

71%
(22)

90%
(28)

16%
(14)

16%
(12)

23%
(9)

32%
(11)

7%
(1)

11%
(1)

13%
(4)

16%
(14)

14%
(10)

13%
(5)

15%
(5)

33%
(5)

33%
(3)

13%
(4)

6%
(2)

2%
(2)

1%
(1)

5%
(2)

3%
(1)

1%
(1)

1%
(1)

3%
(1)

3%
(1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H31年 (N=86)
Avg. 1.1人

R2年 (N=74)
Avg. 1.0人

H31年 (N=40)
Avg. 1.0人

R2年 (N=34)
Avg. 0.9人

H31年 (N=15)
Avg. 1.1人

R2年 (N=9)
Avg. 1.1人

H31年 (N=31)
Avg. 1.2人

R2年 (N=31)
Avg. 1.0人

全
体

太
陽

光
型

太
陽

光
・人

工
光

併
用

型
人

工
光

型

0人 1~2人未満 2~6人未満 6~10人未満 10人以上



11 

⑤ 栽培用施設面積・栽培実面積 
栽培用施設面積の割合をみると、太陽光型では 1～2 万㎡ が 41％を占め最も多い。4  
また、人工光型では、1,000 ㎡以上の栽培用施設を持つ施設の割合が 41％を占める。 
栽培形態ごとに見た栽培用施設面積の平均は、太陽光型が約 2.5ha、併用型は約 2.0ha、人

工光型は約 1.5 千㎡であった。 
  

 
図表 12 栽培用施設面積 

 
回答者の入れ替えがあるため、データの継続性はないものの、栽培用施設面積の平均値の

推移をみると、人工光型はほぼ横ばいが続くが、昨年度まで拡大傾向にあった太陽光型から

の回答は縮小傾向にある。これは昨年度まで大規模施設園芸事業者の回答が増えていたが、

今年度は回答が得られなかった事業者がいるためと思われる。 
 

   

図表 13 平均栽培用施設面積の推移  

 
4 太陽光型は調査対象をおおむね 10,000 ㎡以上として調査しているため、5,000 ㎡未満の施設はサンプルに含ま

れていない。 
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事業者によっては、複数の品目を栽培しているが、そのうち最も栽培実面積（実際に栽培

している区画の合計面積）が大きい主要品目について、集計したものが下図である。 
栽培形態ごとの主要品目の栽培実面積の平均をとると、太陽光型が約 2.2ha、人工光型は

約 2,100 ㎡であった。 
なお、太陽光型の栽培実面積は施設全体の面積より小さくなるが、人工光型の場合は多段

式で栽培していることが多いため、栽培実面積の平均は、施設面積の平均より大きい。 
 

 

 

  
図表 14 主要品目における栽培実面積  
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13 

⑥ 栽培品目 
各事業者での主要栽培品目を集計すると、全体でレタス類及びトマト類がそれぞれ 39％、

30％であった。 
太陽光型については、トマト類の割合が 56％と最大で、次いでその他果菜類（いちご、パ

プリカ等）が 24％であった。温室での栽培品目の中で、周年を通じて安定した需要があり、

かつ施設栽培に関する情報が揃っていて比較的栽培のしやすいトマトを育てていることがわ

かる。 
人工光型については、周年を通じて安定した需要があり、果菜類に比べて光の要求量が少

なく、比較的栽培のしやすいレタス類が 84％で最多となっている。 
また、併用型では、トマト類、花きがそれぞれ 25％（3 件）で最も多い。 
 

  

 
図表 15 主な栽培品目 

※なお本調査における品目分類の内訳は以下の通りとしている。 
カテゴリ 品目 

レタス類 リーフレタス（フリルレタス、グリーンリーフ、サニーレタス）、ロメインレタス、

ベビーリーフ等 
レタス以外の葉菜類 ホウレンソウ、コマツナ、ミズナ、ミツバ等 
トマト類 大玉トマト、ミディトマト、ミニトマト等 
その他果菜類 いちご、パプリカ、ピーマン、キュウリ等 
ハーブ バジル、パクチー、ルッコラ、クレソン等 
花き バラ、胡蝶蘭、トルコギキョウ、エディブルフラワー等 
苗 花き苗、野菜苗、等 
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（２）生産・労働・販売の概況 
① 品目ごとの生産量 
 栽培形態別に見た、主要品目別の生産量の分析として、太陽光型において大半を占めるト

マト類及び人工光型において大半を占めるレタス類に関して、それぞれ栽培実面積及び年間

生産量を整理した。 
太陽光型のトマト類の栽培に関しては、1~2 万㎡の栽培実面積の事業者が 52%（13 件）と

最も多い。昨年度まで栽培実面積 2 万㎡以上の事業者の割合が増加していたが、今年度は 44%
（11 件）となっている。（平成 30 年度は 57%（19 件）、平成 31 年度は 43％（16 件）） 

    

 

図表 16 主要品目の栽培実面積（太陽光型・トマト類） 
 
 

また、トマト栽培のうち大玉トマトについて、栽培実面積 1 ㎡当たりの生産量（以下、「単

収」という。）をみると、下図のような分布となり、約 6 割が 20～40kg/㎡で、平均は 29.5 kg/
㎡であった。単収 20 kg/㎡未満と答えた事業者のうち、最も低かったのは 5.3kg/㎡であった。 

 
    

 
図表 17 単収（太陽光型・大玉トマト）  
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太陽光型・大玉トマト (N=16)
Avg. 29.5kg/㎡

0～20kg/㎡未満 20~40kg/㎡未満 40kg/㎡以上
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 人工光型のレタス栽培（レタス類のうちベビーリーフを除く）は、直近 2 年の調査と比較

して、栽培実面積 1,000 ㎡以上の事業者の割合が増加しており、規模拡大の傾向が見られる

（平成 29 年度は 33％（9 件）、平成 30 年度は 40％（12 件）、H31 年度は 42%（14 件）、今

年度は 57%（16 件））。 
 なお、留意が必要なのは、太陽光型で栽培されるトマトと異なり、人工光型では重量の異

なる複数品目の葉菜類を栽培する傾向があり、単純に単収の多寡を比較できるものではない

という点である。 

 
 図表 18 主要品目の栽培実面積（人工光型・レタス類（ベビーリーフを除く）） 

 
 
 単収をみると、下図のような分布となり、半数弱が単収 40kg/㎡以上となっている。なお平

均単収は 79.0kg/㎡であった。20kg/㎡未満と答えている 6 件の事業者の栽培開始年にはばら

つきがあるが、課題として「品質の安定」を挙げていることに共通点がある。 
40kg/㎡以上と答えた事業者の中には、60kg/㎡以上の事業者も 9 社あった。 
 

 
図表 19 単収（人工光型・レタス類（ベビーリーフを除く）） 
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② 従業員の労働時間 
 施設全体での年間積算労働時間をみると、5 万時間以上としている事業者が、太陽光型で

59％と大半を占める一方、人工光型では 20％となっている。 
 

 
図表 20 施設全体（従業員全員）の年間積算労働時間 

 
 主要品目別でみると、太陽光型の大玉トマトで年間積算労働時間が 5 万時間以上としてい

る事業者が 56%で、人工光型のレタス類（ベビーリーフを除く）では、5 万時間未満が 68%
となっている。 
 

 
図表 21 主要品目に係る年間積算労働時間 
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 主要品目別の作業割合では、いずれも生産にかかる時間が 60%を超え、最も時間を費やし

ている。人工光型のレタス類で比較的営業に時間が割かれているのは、市場外出荷がほとん

どであり、事業者によっては数十の取引先があるため、その分の販売管理に時間が割かれて

いるものと推測される。 

 

図表 22 主要品目に係る作業割合  

 
 

施設面積、施設全体での年間積算労働時間、年間労働時間を人数ベース換算したものが下

表である。この数値は、調査項目について回答があった事業者の結果を単純に平均したもの

であり、参考値である。 
 

図表 23 栽培形態別の平均施設面積と平均年間積算労働時間 

 
  ※人数換算においては、一人当たり年間労働時間を 2,000 時間と仮定して換算している。 
 
 
 年間積算総労働時間を、栽培形態ごと、栽培実面積当たりに換算したものが以下である。 
 まず、太陽光型について、１㎡当たり年間積算労働時間をみると、2～3 時間/㎡未満の施

設が最も多く 43％を占め（17 件）、次いで 3～4 時間/㎡未満の施設が 25%を占めた（10
件）。また、平均は 3.6 時間/㎡であった。 
 

 
図表 24 栽培実面積（1 ㎡）当たりの年間積算労働時間（太陽光型） 
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 続いて、人工光型について 1 ㎡当たり年間積算労働時間をみると、10～20 時間/㎡の施設

が最も多く 41％を占め（11 件）、次いで 10 時間/㎡未満の施設が 22%を占めた（6 件）。ま

た、平均は 19.3 時間/㎡であった。 
 太陽光型と人工光型を比較すると、平均でみても人工光型の方が約 5 倍と大きい。これは

人工光型の方が面積当たりの労働が集約されているためと考えられる。 
 

 
 

図表 25 栽培実面積（1 ㎡）当たりの年間積算労働時間（人工光型） 
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③ 労働時間当たり収量 
 太陽光型トマト栽培のうち大玉トマトについて、労働時間 1 時間当たりの収量をみると、

10kg/時間未満の施設が 44％を占める。なお、平均は 9.7kg/時間であった。 
 

 
    

図表 26 労働時間当たりの収量（kg/時間）（太陽光型・大玉トマト） 
 
 
 続いて、人工光型レタス類栽培（ベビーリーフ除く）について、労働時間 1 時間当たりの

収量をみると、3kg/時間未満の施設が 31%を占める。なお、平均は 5.7kg/時間であった。 
 

 
  

図表 27 労働時間当たりの収量（kg/時間）（人工光型・レタス類（ベビーリーフ除く））  
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④ スマート化の状況 
全体では、対象が施設園芸、植物工場ということもあり、環境制御システムのほか、環境モニ

タリング（温湿度計測・記録）の導入割合が高い。また、販売管理システム・アプリ、栽培・作業

記録管理システム・アプリの導入も半数を超える。 
太陽光型では、選果・放送装置の導入も 36%と他の施設形態より導入が進んでいるのがわかる。 
 

 

図表 28 スマート化のシステム・ツールの導入状況 
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【センシング・モニタリング】 ⑬その他
【その他】 ⑭その他
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 図表 29 導入ツールの例 
 

分類 施設型 導入ツール（一部抜粋） 
①販売管理システム/アプリ

（実績管理ツール、等） 
太陽光型 販売王、天の蔵、弥生、自社開発など 
併用型 Air レジ、弥生、自社開発など 
人工光型 コンチネンタル、販売王、弥生、自社開発など 

②資材管理システム/アプリ 太陽光型 Excel、天の蔵など 
併用型 Excel、恵など 
人工光型 Excel、Google スプレッドシートなど 

③その他営農・販売支援シ

ステム/アプリ（EC・フリ

マアプリ等） 

太陽光型、 Excel 
併用型 Excel、isii など 
人工光型 食べチョク、ポケマル、自社開発など 

④栽培・作業記録・管理シ

ステム/アプリ 
太陽光型 Excel、Priva FS Performance、アグリノート、ア

グリボード、エアロビート、プリバなど 
併用型 Excel、恵、isii、自社開発など 
人工光型 Google スプレッドシート、自社開発など 

⑤防除記録・管理システム/
アプリ 

太陽光型 Excel、アグリネット、自社開発など 
併用型 Excel 
人工光型 Excel、アグリネット、コンパス、自社開発など 

⑥環境制御システム 太陽光型 コネクスト、プロファインダー、isii、Akisai、自

社開発など 
併用型 isii、Akisai、自社開発など 
人工光型 コンパス、自社開発など 

⑦定植・移植自動化装置 太陽光型 M 式定植機・移植機、キタムラ播種機、日本ポリ鉢

ポッティングマシーンなど 
人工光型 橋本チエイン搬送システムなど 

⑧収穫・搬送装置 太陽光型 トヨタキーカート、パナソニック自動収穫ロボ 
人工光型 橋本チエイン搬送システム、伊東電機搬送装置など 

⑨選果・包装装置 太陽光型 Green World、Vegastar、アウェタなど 
併用型 アウェタなど 
人工光型 日本ポリスター野菜包装機など 

⑩画像センシング（生育判

定等）  
太陽光型 自社開発など 
人工光型 RiCS、コンパス 

⑪環境モニタリング（温湿

度計測・記録システム等） 
太陽光型 コネクスト、インテグロ、アグリネット、Akisai な

ど 
併用型 アウェタ、Akisai、自社開発など 
人工光型 コンパス、アグリネット、自社開発など 

⑫作業モニタリング（IC タ

グ等を活用した管理システ

ム等） 

太陽光型 FS Performance など 
人工光型 Google スプレッドシート 

⑬センシング・モニタリン

グその他 
太陽光型 培地水分モニタリングスラブサイト 

⑭その他 太陽光型 自動受粉装置 
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太陽光型では、環境制御システムと環境モニタリング（温湿度計測・記録）の導入割合が高か

ったが、回答者の半数は収量向上の効果があるとしている。 
また、人工光型では、環境制御システム、環境モニタリング（温湿度計測・記録）のほか、販

売管理システム・アプリ、栽培・作業記録管理システム・アプリの導入も半数を超えているが、

品質の向上・均一化に効果があったと答えている。 
 

 
 

図表 30 スマート化のシステム・ツール導入後の効果 
 
 
スマート化のシステム・ツール導入・活用における課題としては、以下が挙げられた。 
【導入していない事業者からの回答】 
 導入コストが高い：10件 

 費用対効果が不明：3件 

 導入後の管理や分析の工数増：2件 

 対応要員の不足：2件 

 
【導入している事業者からの回答】 
 遠隔地操作を簡易に廉価に行えるようにしたい 

 自動化装置が不具合により活用できていない 

 入力もれ、入力ミスが多く、出退勤管理の２重チェックが外せない 
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⑤ 主な販売取引先 
主な取引先では、太陽光型、人工光型で市場外出荷をしている事業者は、90%近くとなっ

ているのに対して、併用型では 60%、市場出荷をする事業者が 60%となっている。花きの栽

培事業者が多く、市場を通した出荷の割合が高い事業者が多いことが影響していることが考

えられる。 
 

 
 

図表 31 市場出荷の状況 
 
 また、取引先の件数についてみると、各栽培形態とも、市場向けを含め数件～数十件と分

散している。 

 
 

図表 32 取引先の件数 
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続いて、販売額に占める市場出荷額の割合をみると、全体で 50％の事業者が、市場出荷割

合を 2 割未満としており、金額面でも市場外出荷が大勢を占める傾向がみられる。 
 

 
 

図表 33 販売額に占める市場出荷額の割合 
 
 
 販売額に占める契約栽培の割合をみると、全体で 70％の事業者が 8～10 割を契約栽培で出

荷している。全体の傾向として、市場外出荷かつ契約栽培が主流となっていることがわかる。

5 
 

 
図表 34 販売額に占める契約栽培の割合 

 

 
5 ただし、契約栽培の一部には、予約相対取引での市場出荷も含まれることがあるため、市場出荷か

つ契約栽培であるという販売形態もあり得る。 
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（３）経営状況 
① 直近の決算 
 直近の決算をみると、黒字・収支均衡の事業者の割合は、全体で 59％と半数を上回る。い

ずれの栽培形態でも、半数以上が黒字か収支均衡している。 
黒字と回答した事業者のうち、太陽光型は大半が 2ha 以上の施設面積でトマト、パプリカ

などの果菜類を栽培している事業者が多く、栽培開始年は 2000 年から 2016 年と幅広い。併

用型は品目や規模に共通はなかったが、栽培開始から 10 年以上が経つ事業者のみであった。

人工光型では、レタス類を栽培している事業者のみで、栽培実面積が 360 ㎡から 10,000 ㎡超

まで幅広く、9 件中 5 件が 5 年以内に栽培開始をしている。 
 

 
図表 35 直近の決算 

 
 

活用している行政等の補助金の使途を聞いたところ、いずれも 8 割前後が設備投資に対す

る補助を活用していることが分かった。その他の内訳では、総務省地域経済循環交付金、地

方創生推進交付金、農林水産省アグリチャレンジャー支援事業、厚生労働省脳の雇用事業助

成金、職場適応援助者助成金などが挙げられた。 
 

 

図表 36 活用している行政等の補助金 
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② スマート化と決算の状況 
 販売管理システム/アプリ、その他の営農・販売支援システム/アプリの導入状況と直近の決算

を見たところ、導入しているほうが黒字化の割合が高かった。これらのシステム/アプリの導入

により、販売計画を意識した経営をしている事業者多いことが推測される。 
 また、栽培。作業記録・管理システム・アプリ、防除記録・管理システム/アプリの導入状況

と直近の決算を見たところ、こちらも導入しているほうが黒字化の割合が高かった。作業記録の

振り返りと参照により、確実な対策を行うことで生産性を上げられる可能性を示唆している。 
 
 

 
 

 
図表 37 スマート化のシステム・ツールと収益性 
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③ 事業安定化までに要した年数 
事業安定化までに要した年数では、全体で 37％（26 件）の事業者が 3 年以内に事業を安

定化したと回答しているが、直近の決算で黒字もしくは収支均衡となっているのはそのうち

の 24 件となっている。 

 
図表 38 事業安定までに要した年数 
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④ 栽培実面積別決算 
栽培実面積（主要品目）ごとに収支状況をみると、太陽光型でも人工光型でも栽培実面積

が大きいほど黒字・収支均衡の割合が高くなる傾向にあることがわかる。 
太陽光型で 2 万㎡以上の面積がありながら赤字としている事業者は、面積に比例して設備

投資額も大きくなることから、減価償却費の負担も影響していると推測される。 
人工光型で 1,000 ㎡以上の面積がありながら赤字としている事業者 7 件の栽培開始年には

幅があり、因果を推測することは難しい。 
 

   

図表 39 栽培実面積別決算（太陽光型） 
 

  

 
 

図表 40 栽培実面積別決算（人工光型） 
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⑤ 栽培開始年別決算 
 施設の決算状況を栽培開始年ごとにみると、黒字化している施設の割合は、平成 12 年（2000 
年）以前から栽培を開始した施設では 38％、平成 13～22 年（2001～2010 年）に栽培開始

した施設では 50％となっている。一方で、平成 23 年（2011 年）以降に栽培を開始した施設

では、黒字化している施設の割合は 24％にとどまり、赤字の割合が 46％となっている。 
2011 年以降に栽培開始した施設と比較して、2010 年以前から栽培している施設は、赤字

施設の割合が低く、生産の安定化が影響していることが推測される。 
 

 
 

図表 41 栽培開始年別決算（全体）  
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⑥ 単収別決算 
 下図は、太陽光型トマト栽培及び人工光型レタス類栽培において、単収別の決算を示した

ものである。それぞれ回答者の平均単収（太陽光型トマト：29.5g/㎡、人工光型レタス：79.0  
 kg/㎡）を境に、単収の高いグループと低いグループとに分けて決算を集計した。 
サンプル数が少ないため参考値ではあるが、単収の高いグループの方が黒字とする割合が

高い。トマトでは、30 kg/㎡以上の事業者の 71%が黒字である。 
また、レタスでは、トマトと同様に単収の高いグループのほうが黒字とする割合が若干高

いが、赤字も 43%と、80kg/㎡と比較してそれほどの差がない。 
 

 

図表 42 単収別決算（太陽光型・大玉トマト） 
 

 

図表 43 単収別決算（人工光型・レタス類（ベビーリーフを除く））  
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⑦ 労働時間当たり収量別決算 
太陽光型大玉トマト栽培及び人工光型レタス類栽培（ベビーリーフを除く）について、労

働時間当たり収量別の決算を示した。それぞれ労働時間（1 時間）当たり収量の平均（太陽光

型大玉トマト：9.7kg/時間、人工光型レタス（ベビーリーフを除く）：5.7kg/時間）を境に、

労働時間当たり収量の高いグループと低いグループとに分けて決算を集計した。 
サンプル数が少ないため参考値ではあるが、労働時間当たり収量が高いグループの方が、

黒字とする割合が高い。 
なお、太陽光型大玉トマト栽培については、決算別に労働時間 1 時間当たり収量の平均を

みると、黒字事業者で 12.5kg/時間、収支均衡事業者で 7.3kg/時間、赤字事業者で 7.6kg/時間

であった。 

 

図表 44 労働時間当たり収量別決算（太陽光型・大玉トマト） 
 

 

また、人工光型レタス栽培（ベビーリーフを除く）について、決算別に労働時間 1 時間当

たり生産量の平均をみると、黒字で 5.0kg/時間、収支均衡事業者で 7.6kg/時間、赤字事業者

で 4.8kg/時間であった。 
 

 
図表 45 労働時間当たり収量別決算（人工光型・レタス類（ベビーリーフを除く））  
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⑧ 取引先件数別決算 
取引先件数が大きくなると、黒字とする事業者が少なくなる傾向が見られる。これは昨年

度とは異なる傾向である。今年度は新型コロナウイルスの影響により、市場向け、外食卸な

どの販路の状況が厳しかったが、このような販路に直接販売している事業者では大きな影響

があったものと推測される。 
 

 
図表 46 取引先件数別決算 
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（４）コスト構造 
① 栽培形態別コスト比率 6 
 収支要因の一つである費用面の分析として、事業者のコスト構造分析を行う。 
全体で最もコストの割合を占めているのは、人件費（33％）であり、栽培形態別に見ても、

太陽光型、併用型、人工光型のいずれも約 32～34％を人件費が占める。 
次いで、全体で見たときにコスト割合が高いのが水道光熱費（18％）である。特に人工光

型では、水道光熱費の占める割合が他の栽培形態と比較して高い（20％）。 
なお、「その他」の費目には、修繕費、技術開発費などが挙げられている。 
 

 
 

図表 47 栽培形態別コスト比率 
  

 
6 当項目における「コスト比率」は、調査票において全コストに占めるそれぞれの費用の割合を数字で記入して

もらったものを整理したものであり、実際の金額をもとに分析したものではない。 
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② 栽培年数別コスト比率 
栽培年数別にコスト構造をみると、栽培年数が 10 年以上の事業者では、10 年未満の事業

者と比較して、減価償却費の割合が大きく低下している。これは各栽培形態通じて同様であ

る。ハウス及び各種設備の償却期間を終えたことで、費用負担が減少していることがわかる。 
なお、その他のコストの内訳としては、保険料、地代・施設賃料、指導料などが挙がってい

る。 
 

 
 

図表 48 栽培年数別コスト比率 
  

33%

36%

34%

36%

27%

38%

32%

34%

18%

17%

17%

17%

19%

15%

20%

18%

18%

11%

14%

9%

23%

16%

22%

9%

12%

18%

15%

15%

10%

22%

8%

20%

7%

9%

6%

12%

7%

7%

8%

7%

12%

9%

14%

12%

13%

2%

10%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0~10年未満
(N=53)

10年以上
(N=16)

0~10年未満
(N=27)

10年以上
(N=7)

0~10年未満
(N=4)

10年以上
(N=5)

0~10年未満
(N=22)

10年以上
(N=4)

全
体

太
陽

光
型

太
陽

光
・人

工
光

併
用

型
人

工
光

型

人件費 水道光熱費 減価償却費 種苗・資材費 物流・輸送費 その他



35 

③ 決算別コスト比率 
 決算別にコスト構造を比較したものが下図である。黒字・赤字事業者間で、「その他」を除

きコスト割合の差分が大きいのは、減価償却費ある。 
 また、黒字・赤字事業者間で大きな変化がないのは、物流・輸送費で、これらはどちらにも

等しく負担になっていることがわかる。 
 黒字としている事業者の「その他」の内訳には、修繕や研究開発などの内訳が挙げられて

おり、変動費のコストを削減した上で、栽培環境の向上を図っていることが推測される。 
 

 
 

図表 49 決算別コスト比率 
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④ 労働時間当たり収量別コスト比率 
太陽光型のトマト栽培（大玉トマト）と人工光型のレタス栽培（ベビーリーフを除く）に

ついて、労働生産性（労働時間 1 時間当たり収量）の水準に応じたコスト構造を示したのが

下表である。時間当たり収量が増えるほど、人件費の割合が減る傾向がみえる。 
 

 
図表 50 労働生産性別コスト比率 
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３．大規模施設園芸及び植物工場の施設数 
３．１．施設数の推移 

 

実態調査の一環として、高度な環境制御を行う植物工場・大規模施設園芸の施設数を整理

した。本調査の対象は、生産物の販売を目的として運営している事業者とし、 研究開発や展

示のみを目的とした施設、自家消費用の植物（苗を含む）を生産している施設は対象として

いない。また、太陽光型は、施設面積が概ね 1ha 以上で養液栽培装置を有する大規模施設を

対象とした。 

なお、施設数は平成 21年 3月時点から集計しているが、太陽光型は必ずしも網羅的に把握

できていない可能性があり、また平成 28年度調査から、施設面積が概ね 1ha 以上で養液栽培

装置を有する施設に限定した。そのため、施設の規模などが確認できない施設は、リストに

掲載しないこととしたため、参考値としている。 

情報源は、各種新聞やニュースリリース、一般社団法人日本施設園芸協会が持つ情報をも

とにしている。また、実態調査の回答者以外についても、原則として令和 3 年 2 月時点での

施設整備、操業状況を把握できた範囲で整理した。 

これによると、太陽光型は 170箇所、人工光型は 187 箇所、太陽光・人工光併用型は 33箇

所であった。昨年度と比較して、太陽光型は 3件が事業停止等で減少し、9件の増加、併用型

は 2 件の事業停止等での減少、人工光型は 5 件の事業停止等での減少と同数の新規増加によ

るものである。 

 

図表 51 施設数の推移 

調査時期 太陽光型 
太陽光 

人工光併用型 
人工光型 

令和 3年 2月時点 170箇所※1 33箇所 187 箇所 

令和 2年 2月時点 164箇所※1 35箇所 187 箇所 

平成 31年 2月時点 160箇所※1 30箇所 202 箇所※2 

平成 30年 2月時点 158箇所※1 32箇所 183 箇所 

平成 29年 2月時点 126箇所※1 31箇所 197 箇所 

平成 28年 2月時点 79箇所※1 36箇所 191 箇所 

平成 27年 3月時点 195箇所  33箇所 185 箇所 

平成 26年 3月時点 185箇所  33箇所 165 箇所 

平成 25年 3月時点 151箇所 28箇所 125 箇所 

平成 24年 3月時点 83箇所 21箇所 106 箇所 

※1 平成 27 年度以降の「太陽光型」は、施設面積が概ね 1ha 以上で養液栽培装置を有する施設（大

規模施設園芸）に限る。 

※2 平成 31 年度の「人工光型」は、研究開発や展示目的等のものも含まれていた可能性がある。  
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３．２．大規模施設園芸及び植物工場の一覧 
 

◆太陽光型植物工場（大規模施設園芸：概ね 1ha 以上の養液栽培施設） 

No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

1 北海道 株式会社Ｊファーム 札幌工場 

2 北海道 株式会社Ｊファーム 苫小牧工場 

3 北海道 株式会社アド・ワン・ファーム 丘珠農場 

4 北海道 株式会社アド・ワン・ファーム 豊浦農場 

5 北海道 株式会社東神楽温室園芸   

6 北海道 株式会社寅福 本社農場 

7 青森県 環境緑花工業株式会社 植物工場 

8 岩手県 株式会社いわて銀河農園   

9 宮城県 マキシマファーム株式会社   

10 宮城県 株式会社 GRA    

11 宮城県 株式会社アグリ・パレット   

12 宮城県 株式会社イグナルファーム大郷   

13 宮城県 株式会社サンフレッシュ小泉農園   

14 宮城県 株式会社スマイルファーム石巻 A 棟 

15 宮城県 株式会社スマイルファーム石巻 C 棟 

16 宮城県 株式会社スマイルファーム石巻 B 棟 

17 宮城県 株式会社スマイルファーム石巻 D 棟 

18 宮城県 株式会社デ・リーフデ北上   

19 宮城県 株式会社ベジ・ドリーム栗原 第 3 農場 

20 宮城県 株式会社ベジ・ドリーム栗原 第 2 農場 

21 宮城県 株式会社みちさき   

22 宮城県 株式会社一苺一笑   

23 宮城県 株式会社未来彩園   

24 宮城県 山元いちご農園株式会社 鉄骨ハウス 

25 宮城県 南三陸復興組合「華」   

26 宮城県 有限会社サンアグリしわひめ   

27 宮城県 有限会社サンフレッシュ七ツ森   

28 宮城県 有限会社サンフレッシュ松島   

29 山形県 株式会社平洲農園   

30 山形県 有限会社オキツローズナーセリー   

31 福島県 あかい菜園株式会社 あかい菜園 一の町温室 

32 福島県 いわき小名浜菜園株式会社   

33 福島県 一般社団法人あすびと福島   

34 福島県 株式会社 JR とまとランドいわきファーム   

35 福島県 株式会社ひばり菜園   

36 福島県 株式会社新地アグリグリーン   

37 福島県 南相馬復興アグリ株式会社 南相馬トマト菜園 

38 福島県 有限会社とまとランドいわき   

39 茨城県 アグリグリーン株式会社   

40 茨城県 株式会社Ｔｅｄｙ   

41 茨城県 株式会社オスミックアグリ茨城   

42 茨城県 株式会社サニークラブ   
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

43 茨城県 株式会社つくば菜園   

44 茨城県 株式会社プランタールファーム   

45 茨城県 株式会社一農   

46 茨城県 株式会社美浦ハイテクファーム   

47 茨城県 株式会社北茨城ファーム   

48 茨城県 有限会社美野里菜園   

49 栃木県 サンファーム・オオヤマ有限会社   

50 栃木県 株式会社スズテック   

51 栃木県 株式会社トマトパーク   

52 栃木県 株式会社小林菜園   

53 栃木県 有限会社グリーンステージ大平   

54 群馬県 有限会社クリーンファーム青柳   

55 群馬県 有限会社ファームクラブ   

56 群馬県 有限会社多々良フレッシュファーム   

57 埼玉県 イオンアグリ創造株式会社 イオン埼玉久喜農場 

58 埼玉県 越谷市役所 農業技術センター 越谷いちごタウン 

59 千葉県 株式会社オスミックアグリ千葉   

60 千葉県 株式会社君津とまとガーデン   

61 千葉県 株式会社山田みどり菜園   

62 千葉県 株式会社大林組 オーク香取ファーム 

63 千葉県 株式会社綿貫園芸   

64 千葉県 株式会社葉っぱや   

65 千葉県 農事組合法人べジワン旭   

66 千葉県 農事組合法人長生フロンティアファーム   

67 千葉県 有限会社さかき   

68 千葉県 和郷さかきファーム株式会社   

69 神奈川県 株式会社 永田農園   

70 神奈川県 株式会社はだのふぁーむ はだのふぁーむ藤沢農場 

71 神奈川県 株式会社井出トマト農園   

72 福井県 株式会社苗屋   

73 福井県 株式会社福井和郷 太陽光利用型トマトハウス 

74 山梨県 株式会社 NSD 八ヶ岳ファーム   

75 山梨県 株式会社アグリサイト   

76 山梨県 株式会社オリエンタルランド 北杜農園 

77 山梨県 株式会社ベジ・ワン北杜   

78 山梨県 株式会社村上農園 山梨北杜生産センター 

79 山梨県 株式会社明野九州屋ファーム   

80 山梨県 小池ベビーリーフ菜園株式会社   

81 山梨県 日通ファーム株式会社   

82 山梨県 飛島建設株式会社 ドームファーム北杜 

83 長野県 GOKO カメラ株式会社 GOKO とまとむら 

84 長野県 オリックス八ヶ岳農園株式会社   

85 長野県 株式会社エア・ウォーター農園 安曇野菜園 

86 長野県 株式会社サンファーム軽井沢   

87 長野県 株式会社須藤物産   

88 長野県 住化ファーム長野 中野営業所   
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

89 岐阜県 株式会社サラダコスモ 中津川サラダ農園 

90 岐阜県 株式会社東海環境ディベロップ フラップハウス 水耕栽培 

91 岐阜県 中部アグリ株式会社 Ｖファーム海津 

92 岐阜県 野田農産株式会社   

93 静岡県 ベルファーム株式会社   

94 静岡県 株式会社サンファーム富士小山 次世代施設園芸富士小山拠点 

95 静岡県 農事組合法人大久保園芸   

96 静岡県 有限会社柏原農園   

97 愛知県 イノチオみらい株式会社   

98 愛知県 株式会社プロトコーポレーション  Toma ROSSO TOGO FARM 

99 愛知県 株式会社豊田サンライズファーム   

100 愛知県 農事組合法人アグリパーク南陽   

101 三重県 うれし野アグリ株式会社 太陽光型ハウス 

102 三重県 株式会社アグリッド   

103 三重県 
株式会社住化ファーム三重 

（有限会社三重リーフ） 
  

104 三重県 株式会社浅井農園   

105 三重県 東海運株式会社 AZUMA FARM 三重 

106 滋賀県 株式会社アグテコ   

107 滋賀県 株式会社青友農産   

108 滋賀県 浅小井農園株式会社   

109 兵庫県 やぶファーム株式会社 やぶファーム 

110 兵庫県 株式会社トーヨー養父農業生産法人 植物工場 

111 兵庫県 株式会社兵庫ネクストファーム 次世代施設園芸兵庫県拠点 

112 奈良県 近畿不動産株式会社 近鉄ふぁーむ花吉野 

113 鳥取県 株式会社Ａ＆Ｅ 倉吉水耕栽培施設 

114 島根県 JA いずもアグリ開発株式会社 
出雲やさい親話ファーム 

「出雲 vege」 

115 岡山県 株式会社コープファームおかやま   

116 岡山県 株式会社サラ   

117 広島県 世羅菜園株式会社 本社農場 

118 広島県 有限会社グリーンファーム沖美   

119 山口県 株式会社内日アグリ   

120 山口県 有限会社アグリセゾン   

121 徳島県 Ｔファームいしい株式会社   

122 徳島県 あなんトマトファクトリー株式会社   

123 徳島県 株式会社カネイファーム   

124 徳島県 株式会社トマトパーク徳島   

125 徳島県 有限会社樫山農園   

126 愛媛県 ベルグアース株式会社 太陽光型植物工場 

127 愛媛県 有限会社ＣＢＣ予子林   

128 高知県 
JA 高知県出資農業生産法人 

株式会社南国スタイル 
次世代ハウス 

129 高知県 株式会社イチネン高知日高村農園   

130 高知県 株式会社ベストグロウ   

131 高知県 有限会社四万十みはら菜園 四万十農場 
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132 高知県 有限会社四万十みはら菜園 三原本社 

133 福岡県 グリーンラボ株式会社 善導寺ファーム 

134 福岡県 響灘菜園株式会社   

135 佐賀県 グリーンラボ株式会社 佐賀市ファーム 

136 佐賀県 全国農業協同組合連合会 ゆめファーム全農 SAGA 

137 長崎県 愛菜ファーム株式会社   

138 熊本県 有限会社阿蘇健康農園   

139 大分県 株式会社 タカヒコアグロビジネス 愛彩ファーム九重 

140 大分県 株式会社 安心院オーガニックファーム   

141 大分県 株式会社アクトいちごファーム   

142 大分県 株式会社ビヘクトファーム   

143 大分県 株式会社リッチフィールド由布   

144 大分県 株式会社奥松農園くにさき   

145 大分県 
株式会社九設ふる里めぐみファーム 

国東支店 
  

146 大分県 株式会社住化ファームおおいた   

147 大分県 株式会社大分和郷   

148 大分県 有限会社育葉産業   

149 宮崎県 ＪＲ九州ファーム株式会社   

150 宮崎県 株式会社ひむか野菜光房   

151 宮崎県 株式会社宮崎なかむら農園   

152 宮崎県 有限会社ジェイエイファームみやざき 次世代施設園芸団地 

153 沖縄県 株式会社沖縄村上農園 大宜味生産センター 

154 沖縄県 株式会社美らイチゴ   

注：上記施設のほかに、実態調査施設の立地場所、プラント名称、実施事業者名の掲載に承

諾が得られなかった施設が 16箇所ある。 
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◆太陽光・人工光併用型植物工場 

No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

1 北海道 ほしばふぁーむ   

2 北海道 株式会社北海道サラダパプリカ   

3 岩手県 株式会社リアスターファーム   

4 福島県 株式会社ネクサスファームおおくま   

5 茨城県 JFE ライフ株式会社 土浦グリーンハウス 

6 栃木県 全国農業協同組合連合会 栃木県本部   

7 埼玉県 第一実業株式会社 毛呂山植物工場 

8 千葉県 株式会社プランツファクトリーインザイ   

9 新潟県 株式会社グリーンズプラント中越   

10 新潟県 株式会社妙高ガーデン   

11 新潟県 農事組合法人えちご魚沼   

12 新潟県 有限会社グリーンズプラント巻 角田浜農場 

13 富山県 株式会社富山環境整備 次世代施設園芸富山拠点 

14 長野県 農業生産法人こもろ布引いちご園株式会社   

15 岐阜県 有限会社フローラシマベ   

16 静岡県 テングリーンファクトリー   

17 静岡県 株式会社浜松ホトアグリ   

18 愛知県 JA あいち経済連 苗生産センター 

19 愛知県 豊川洋蘭園   

20 三重県 うれし野アグリ株式会社 LED 併用型ハウス 

21 滋賀県 クニエダ株式会社   

22 兵庫県 JFE ライフ株式会社 三田グリーンハウス 

23 広島県 イノチオフローラ株式会社   

24 広島県 神田バラ園   

25 愛媛県 株式会社石川興産 元気な野菜ファーム   

26 愛媛県 株式会社葉月   

27 福岡県 エスジーグリーンハウス株式会社   

28 福岡県 有限会社コスモファーム   

29 大分県 有限会社スウェデポニック久住 久住高原野菜工房 

30 沖縄県 伊是名村植物工場   

注：上記施設のほかに、実態調査施設の立地場所、プラント名称、実施事業者名の掲載に承

諾が得られなかった施設が 3箇所ある。 
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◆人工光型植物工場 

No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

1 北海道 株式会社土谷特殊農機具製作所  

2 北海道 社会福祉法人クピド・フェア コスモファーム岩見沢 

3 岩手県 軽米町役場 旧笹渡小中学校 植物工場 

4 宮城県 MIRAI 株式会社 多賀城グリーンルーム 

5 宮城県 セコム工業株式会社 セコムハイプラント 

6 宮城県 株式会社こしじ販売 レタス事業部   

7 宮城県 株式会社向陽アドバンス   

8 宮城県 六丁目農園   

9 秋田県 株式会社スクールファーム河辺   

10 秋田県 株式会社バイテックファーム鹿角   

11 秋田県 株式会社バイテックファーム大館   

12 山形県 遠藤商事株式会社 イーベジ・ファーム 

13 山形県 株式会社山形包徳 フレッシュファクトリー 

14 山形県 有限会社安全野菜工場   

15 福島県 JA 東西しらかわ みりょく満点やさいの家 

16 福島県 MGC ファーミックス株式会社   

17 福島県 
キユーピー株式会社 

グリーンファクトリーセンター 
ＴＳファーム白河 

18 福島県 ジャパンドームハウス株式会社 北幸式植物工場 

19 福島県 株式会社しらかわ五葉倶楽部   

20 福島県 磐栄アグリカルチャー株式会社   

21 福島県 富士通ホーム&オフィスサービス 会津若松 Akisai やさい工場 

22 茨城県 ＢＳ東日本テック株式会社 ハーブ工房 

23 茨城県 NPO 法人 歩実 植物工場 

24 茨城県 株式会社旭物産 小美玉工場 

25 茨城県 株式会社野菜工房 茨城那珂工場 

26 茨城県 昭和産業株式会社 鹿島第二工場内 植物工場 

27 栃木県 フタバ食品株式会社   

28 栃木県 株式会社グリーンスタッフ   

29 群馬県 株式会社大泉野菜工房 R･S ファーム 

30 群馬県 石川工業株式会社 愛菜課   

31 群馬県 特定非営利活動法人ソーシャルハウス   

32 埼玉県 プランツラボラトリー株式会社 プットファーム 

33 埼玉県 株式会社野菜工房 埼玉秩父工場 

34 埼玉県 合同会社 西友 店内植物工場 

35 埼玉県 農事組合法人ハイテック羽生   

36 埼玉県 有限会社平成クリーン野菜工場   

37 千葉県 MIRAI 株式会社 柏の葉グリーンルーム工場 
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38 千葉県 コンフォートホテル成田 シェフの菜園レストラン 

39 千葉県 デリシャス・クック株式会社 習志野工場 

40 千葉県 株式会社壱番屋 千葉植物工場 

41 千葉県 農業法人 合同会社アグリード 君津植物工場 

42 千葉県 有限会社アーバンファーム 柏工場 

43 千葉県 有限会社アーバンファーム 野田工場 

44 東京都 エスペックミック株式会社 羽田ラボ 

45 東京都 サミット株式会社 店内栽培「インファーム」 

46 東京都 ヒューマンライフケア株式会社 水耕栽培 

47 東京都 学校法人玉川学園 玉川大学農学部 玉川大学サイテックファーム 

48 東京都 株式会社マリモ 御苑植物工場 

49 東京都 株式会社伊東屋   

50 東京都 株式会社紀ノ國屋 店内栽培「インファーム」 

51 東京都 京王電鉄株式会社 京王栽培研究所 

52 東京都 
就労継続支援 B 型事業所 

グリーンカフェ 
  

53 東京都 昭和飛行機工業株式会社   

54 東京都 東京地下鉄株式会社 メトロ野菜センター 

55 東京都 有限会社東京ドリーム   

56 神奈川県 Ｔ＆Ｎアグリ株式会社 鳥浜グリーンファーム 

57 神奈川県 プライムデリカ株式会社 
Sagamihara Vegetable Plant 

（相模原ベジタブルプラント） 

58 神奈川県 一般社団法人全国住環境改善事業協会 植物工場 

59 神奈川県 株式会社 Shune365   

60 神奈川県 株式会社アグリ王 新横浜 LED 菜園 

61 神奈川県 株式会社エネショウ   

62 神奈川県 株式会社キーストーンテクノロジー 馬車道 LED 菜園 

63 神奈川県 株式会社ビルドアート   

64 新潟県 RYOKI PLANT FACTORY 浦佐合同会社   

65 新潟県 いちごカンパニー株式会社   

66 新潟県 株式会社クリーンリード   

67 新潟県 株式会社データドック アクアポニックス長岡プラント 

68 新潟県 株式会社脇坂園芸 植物工場 

69 新潟県 清鋼材株式会社 清々ファーム 

70 新潟県 有限会社ビジョン・クエスト   

71 富山県 株式会社健菜堂 牛岳温泉植物工場 

72 富山県 三協立山株式会社 ツインリーフ・グリーンファクトリー 

73 富山県 東亞合成株式会社 高岡工場 植物工場 

74 富山県 北陸機材株式会社 スマイルリーフ  船橋工場 
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75 富山県 北陸機材株式会社 スマイルリーフ 富山工場 

76 富山県 有限会社小竹商店 高岡植物工場 

77 石川県 アイティエムファーム株式会社   

78 石川県 あずまー植物工場株式会社 石川工場 

79 石川県 ビストロ・ウールー レストラン店舗内野菜栽培 

80 石川県 株式会社バイテックファーム七尾 七尾工場 

81 石川県 株式会社バイテックファーム七尾 中能登工場 

82 石川県 株式会社ミスズライフ能登工場    

83 石川県 株式会社メープルハウス 高柳店植物工場 

84 石川県 社会福祉法人南陽園 しあわせ食彩ゴッツォーネ 

85 福井県 アグリト株式会社 美浜 LAB 

86 福井県 グローアンドグロー株式会社 べジグー小浜植物工場 

87 福井県 タイヨー電子株式会社 植物工場 

88 福井県 株式会社 NOUMANN   

89 福井県 株式会社コスモサンファーム福井   

90 福井県 株式会社福井和郷 人工光利用型植物工場 

91 福井県 株式会社野菜工房 福井南越前工場 

92 福井県 社会福祉法人わかたけ共済部 アクアファーム植物工場 

93 福井県 菱熱工業株式会社 ビタミンファーム福井工場 

94 山梨県 ユニテック株式会社 ユニファーム 

95 長野県 株式会社オオノタ 安曇野三郷ハイテクファーム 

96 長野県 株式会社ストリーム 水耕栽培工場 

97 長野県 株式会社パスカル 植物工場 

98 長野県 株式会社徳永電気 グリーンリーフ信州 

99 岐阜県 あかりえ菜園 美濃   

100 岐阜県 株式会社奥飛騨ファーム 温泉暖房 LED 熱帯植物工場 

101 岐阜県 東海西濃運輸株式会社 コトノハフレッシュファーム 

102 静岡県 
楽天ソシオビジネス株式会社・磐田ファク

トリー 
  

103 静岡県 株式会社 NLM エカル   

104 静岡県 株式会社村上農園 大井川生産センター 

105 静岡県 
株式会社木田屋商店 小浜植物工場グ

リーンランド 
グリーンランド富士工場 

106 静岡県 彩菜生活合同会社 藤枝工場 

107 静岡県 小林クリエイト株式会社 アグリ事業部 富士ベジ工房 

108 静岡県 日清紡ホールディングス株式会社 藤枝事業所 

109 静岡県 有限会社新日邦 808FACTORY 

110 愛知県 豊田鉄工株式会社 アグリカルチャーＲ＆Ｄセンター 

111 三重県 植物工場 伊勢菜園   
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

112 京都府 株式会社 YASAI   

113 京都府 株式会社スプレッド テクノファームけいはんな 

114 京都府 株式会社スプレッド 亀岡プラント 

115 京都府 農事組合法人ハイテクファーム ハイテクファーム園部工場 

116 大阪府 まちなかファームくれは   

117 大阪府 株式会社みらくるグリーン   

118 大阪府 大阪堺植物工場株式会社   

119 大阪府 日本サブウェイ合同会社 野菜ラボグランフロント大阪店 

120 兵庫県 オリックス農業株式会社 養父レタス工場 

121 兵庫県 株式会社オーシャン iCube トレーニングセンター 

122 兵庫県 株式会社森久エンジニアリング 合同会社 MJV1 号 

123 兵庫県 株式会社平尾工務店 木心ファーム 

124 兵庫県 関西鉄工株式会社 植物工場 

125 兵庫県 阪神電気鉄道株式会社 阪神野菜試験栽培所 

126 兵庫県 日章興産株式会社 植物工場 

127 兵庫県 日本山村硝子株式会社 植物工場 

128 兵庫県 兵庫ナカバヤシ株式会社 関宮分工場内プラントセンター 

129 鳥取県 おしどり調剤薬局有限会社 スプラウト工場 

130 鳥取県 愛ファクトリー株式会社   

131 岡山県 Y&G.ディストリビューター株式会社 やさい蔵 

132 岡山県 旭テクノプラント株式会社   

133 岡山県 株式会社夢ファーム有漢   

134 岡山県 有限会社翔和 日なたぼっこ植物工場 

135 岡山県 両備ホールディングス株式会社 京山ソーラーグリーンパーク 

136 広島県 株式会社フューレック レストラン「ダマンマ」野菜蔵 

137 広島県 株式会社野菜工房たけはら   

138 山口県 RPG プラント株式会社 宇部植物工場 

139 山口県 株式会社ウベモク ウベモクファーム 

140 徳島県 オーゲツ株式会社 小松島工場 

141 徳島県 株式会社西渕スレート工業所   

142 徳島県 株式会社那賀ベジタブル    

143 徳島県 技の館 植物工場 

144 徳島県 日清紡ホールディングス株式会社 徳島事業所 いちご工場 

145 徳島県 有限会社徳島シードリング   

146 香川県 カトーレック株式会社 スマートアグリ事業 

147 香川県 四国計測工業株式会社 さぬき野菜工房 

148 愛媛県 ベルグアース株式会社 人工光型植物工場 

149 福岡県 株式会社オーレック 植物工場 
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

150 福岡県 株式会社ハコブネ 未来農業ラボ 895 

151 佐賀県 やさい工房 あんスリー武雄   

152 佐賀県 元気村ヴィレッジファーム   

153 佐賀県 社会福祉法人かささぎ福祉会 スマートアグリかささぎ 

154 長崎県 株式会社庄屋フードシステム 
レストラン「マルゲリータ」植物工

場 

155 長崎県 社会福祉法人蓮華園 波佐見授産場  

156 熊本県 株式会社クリエイト光 
ひかりっこ工房、 

屋久島アグリ―みらい 

157 熊本県 有限会社中川産業 健康野菜村 

158 大分県 九州ジージーシー株式会社 大分日田工場 

159 鹿児島県 バイテックファーム薩摩川内   

160 鹿児島県 株式会社ベジタブルランド鹿児島   

161 鹿児島県 日本ガス株式会社 植物工場 

162 沖縄県 沖縄セルラーアグリ＆マルシェ株式会社 大宜味ファーム 

163 沖縄県 株式会社ＪＣＣ 植物工場 

164 沖縄県 株式会社インターナショナリー・ローカル 糸満工場 

165 沖縄県 株式会社インターナショナリー・ローカル イオンライカム植物工場 

166 沖縄県 株式会社エスペレ 
ソーシャルサポート・エスペレ 

（植物工場） 

167 沖縄県 株式会社沖縄計測リサイクル事業部 アグリ事業 

168 沖縄県 社会福祉法人そてつの会 ドリームファームそてつの風 

169 沖縄県 中城デージファーム   

170 沖縄県 特定非営利活動法人初穂 野菜工房 

171 沖縄県 南大東村役場産業課 植物工場 

172 沖縄県 有限会社黒島組  石垣島やさい工場 

173 沖縄県 有限会社神谷産業 植物工場 

注：上記施設のほかに、実態調査施設の立地場所、プラント名称、実施事業者名の掲載に承

諾が得られなかった施設が 14箇所ある。  
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４．先進事例調査 
 

当調査は、スマートグリーンハウスの展開促進に向け、先端技術を導入して生産性向上や

収益向上を図る事業者やその活動を支援する地方公共団体に話を聞き、優良事例として整理

した。ヒアリング先の選定においては、「栽培技術・生産工程管理」、「労務管理・組織管理」

等の側面から取り組んでいる工夫、及びそれによっていかにして生産性向上・経営効率化を

図っているかを整理した。 

また、昨年度と同様、施設園芸の地域展開に関する行政の取り組みとして、2つの県を対象

に、今後の施設園芸振興に向けた施策方針などを調査した。 

なお、調査先とその選定理由は以下の通りである。 

 

図表 52 調査先一覧（民間事業者） 

事業者名 所在地 施設 主な品目 選定理由・特徴 

GRA 宮城県 
亘理郡山
元町 

太陽光型 イチゴ 環境制御や肥培管理システムの導入より、
生産性向上、周年栽培化に取り組む。加工
品製造など 6 次産業化にも積極的。 

森田洋蘭園 埼玉県 
川越市 

太陽光型 胡蝶蘭 50a のハウスで年間 12 万株を生産。メー
カーと協力して独自の環境制御システム
を開発。 

ウーマンメイク 大分県 
国東市 

太陽光型 リーフレ

タス 
30a のハウスでリーフレタスを 60t/年生産。
規模拡大に伴う運搬自動化を推進中。 

 

図表 53 調査先一覧（地方公共団体） 

自治体名 選定理由・特徴 

宮城県 品目別のモデル事業者のスマート化とデータ活用による生産性向上を図り、県を中心

としたコンソーシアムにより、その結果を地域に横展開している。 

高知県 大規模施設園芸のノウハウを中規模でも展開すべく、地域内外の大学や研究機関と生

育データの活用に関する実証を行い、地域独自のデータ駆動型農業の確立を図るとと

もに、それに係る機器設備開発、その県外への展開など周辺産業への波及も狙う。 
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４．１．民間事業者 
① 株式会社 GRA：宮城県亘理郡山元町 
 
（１）基本情報 
創業年 2012 年 

栽培品目、施設面積 
品目： とちおとめ、もういっこ、よつぼし、ハナミガキ、にこにこベリー、すずあかね 
施設面積：3 ヘクタール（10 棟程度） 

その他面積 － 
雇用者数 正社員：25 名、パート職員：約 60 名登録（1 日稼働人数は 20～25 名） 

主な導入設備・システム 

・ネポン社製システム（アグリネット含む）、ホーヘンドールン社製システム、富士通
UECS 
・アグリノート（ウォーターセル株式会社） 
・Google スプレッドシート 
・LINE 

生産実績 年間 150 トン 
 

 

出所：GRA 提供 

 
写真：外観全体（上）、外壁のロゴ（下） 

様々なデータを活用し生産～販売の改善を図りながら、独自のマーケティング戦略を実現 
＜株式会社 GRA：宮城県亘理郡山元町＞ 
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（２）事業の経緯 
① 創業～規模拡大～現在 

東日本大震災で被災した宮城県亘理郡山元町にて、先端施設園芸を軸とした地域活性化を目的に、
2012 年に設立。当初は、30 アールのハウスを構え、4 人の社員、3～5 名のパート職員による体制でス
タートした。高度環境制御などの設備を導入し生産性を高めるとともに、「ミガキイチゴ」と称して品種開発
から生産・加工・販売（小売・外食）までを通じたブランディングを行い、付加価値の高いいちご生産・販
売を行ってきた。 

生産～販売まで自社で一貫して取り組んでいるため、人件費を含めた固定費の割合が高く、規模拡大
にも継続して取り組んできた（2021 年現在では圃場面積は 3 ヘクタール）。その際、規模拡大の過程
で苦労したことは、資金調達と人員の確保であり、様々な工夫・試行錯誤を繰り返してきた。資金調達に
関しては、様々なチャネルからの調達を模索し、産業革新機構、NEC ベンチャーキャピタル、JA 三井リース
系など、多様な金融機関等の出資を受け入れた。人材確保に関しては、震災を機に山元町の町内人口
が大きく減少した中で、募集先のエリアを広げ、仙台市を含め近隣の市町村からパート従業員を雇用して
いる。 
 

 
出所：GRA 提供 

 
② 販売戦略 

 GRA のいちご生産・販売におけるマーケティング戦略は、ターゲットを関東圏／大都市圏の 20～40 代
女性とした、多様なチャネルを通じた高付加価値な商品の提供である。マーケティング自体は、創業当初
から、元々の企業母体である NPO 法人 GRA において、マーケティングに明るいメンバーが中心となって策
定してきた。 

 
写真：内観 
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 年間生産量 150 トンの販売先は、3 割程度が観光向け（いちご狩り）、3～4 割が首都圏の百貨
店・スーパーでの販売向け、1～1.5 割が EC サイト（楽天やヤフーショッピング等）経由での販売向け、
残りが市場出荷、という構成となっている。現在は、新型コロナ感染症拡大の影響による観光需要の減少
も踏まえ、自社 EC を現在構築・拡大していこうとしている。 
 
（３）スマート化の取組 
① 環境制御システム 

環境制御システムとして、ネポン社製システム（「アグリネット」を含む）、ホーヘンドールン社製システム、
富士通 UECS を導入している。ハウス約 10 棟に、上記システムをそれぞれ導入している。なお、ホーヘンド
ールン社製システム、富士通 UECS については、国の実証プロジェクトを契機として導入したものである。 

基本的な活用目的は、環境データを計測・可視化し、データに基づき圃場管理を自動化することである。
計測・活用しているデータは、温湿度や CO2 濃度、日射量等である。 

温湿度等ハウス内の環境に関する各指標について、過去の実績データ等を踏まえながら目標値を設定、
それを実現するための自動制御を設定しており、実績値と目標値とを照らし合わせながら、日次・週次の
栽培管理に関する PDCA サイクルを回している。このように客観的な指標に基づきながら、複数のメンバー
で栽培管理方法について改善を図っていくことができる点がメリットの一つである。 

また、GRA としては、地域振興の観点から新規就農者の指導にも取り組んでいるが、その際客観的な
数字に基づきながら指導を行うことができるので、農業に関して知見が少ない人とでもコミュニケーションがと
りやすいという点もメリットとして挙げられる。 

今後は蓄積したデータを基に、栽培管理をよりマニュアル化していきつつ、AI 等を導入したデータ管理に
も取り組んでいきたいと考えている。 

 
出所：GRA 提供 

 
写真：データ管理画面 
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② 作業管理記録システム 

個々の従業員の作業実績の記録・管理のためのツールとして、「アグリノート」（ウォーターセル株式会社）
も活用している。圃場ごと、従業員ごとの作業内容及び作業時間を記録したり、農薬の散布履歴を記録
したりしている。同社はグローバル GAP を取得しており、そのための記録帳票の作成にも活用している。 

同社では、圃場内作業におけるパート従業員等の人配置に関して、栽培担当者（社員）同士の週
次の会議で協議・決定したうえで、パート従業員への指示出しを行っているが、人員配置の協議の際に、
従業員ごとの作業工数実績のデータを参照し、適切な人員配置に活用している。 
 
③ その他データ記録・共有ツール 

環境データ等、センサーによって計測・記録しているデータ以外に、病害虫発生履歴や、養液管理デー
タ（濃度等）、植物体の生育調査データ（植物体の高さ等）も、作業担当者が Google スプレッドシー
ト上で記録・共有し、栽培管理における PDCA サイクルの中で活用したりしている。その他、社員同士のコ
ミュニケーションに LINE を活用し円滑化を図っている。 
 
（４）栽培・経営における工夫 

栽培管理においては、作業計画の立案とそれに従った実行、また個々の従業員レベルでのコスト意識の
徹底に力を入れている。作業計画立案については、年間計画を毎年立てつつ、月次・週次ベースで進捗
確認・レビューを行いながら PDCA サイクルを回している。また、コスト意識に関しても、個々の社員が持続
的に維持できるように、各社員自らが担う役割と責任の自覚を促すよう日頃からコミュニケーションを図って
いる。 

また、社員・パート従業員の人材育成に関しては、特に栽培面に関してサポート教育体制を敷いており、
社として持っている栽培ノウハウや考え方を、チームとしてなるべく密に共有するようにしている。その際に、蓄
積しているデータを基に議論するような体制を構築しており、お互いにずれのない共有の言語で認識を揃え
ながら、科学的な営農を目指している。 

また、栽培方法についても日々改善を図っており、社内にラボチームを設置して、生産性向上に向けた
資材・肥料の有効活用に関する栽培実証を、圃場内の区画で取り組んでいる。 
 

（５）今後に向けて 
今後も、継続して雇用拡大を加速し、地域産業として根付かせていきたいと考えている。自社の拡大だ

けではなく、GRA で培ったノウハウを基に、新規就農者への展開もより加速していきたいと考えている。 
また、直近では、新型コロナ感染症拡大に伴う観光事業（いちご狩り等）へのダメージが大きいため、

自社 EC 等も含めた販売チャネルの拡大（BtoB から BtoC の強化へ）にも取り組んでいきたいと考えて
いる。 

自社 EC サイトでは、デジタルマーケティングの手法を生かしながら、BtoC の新規商品開発等に取り組
んでいきたいとしている。具体的には、グループ会社の株式会社いいねが都内で展開している、ミガキイチゴ
を提供しているカフェ「いちびこ」をチャネルとして、年間 50 万～60 万人いるとされているカフェ来店者の顧
客データを取得・活用しながら、EC サイトとの連動（販促イベントへの誘導や、共通クーポンの導入等）
を図る予定である。 
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②有限会社森田洋蘭園：埼玉県川越市 
 
 
（１）基本情報 
創業年 1971 年 

栽培品目、施設面積 

品目：胡蝶蘭、カトレヤ（鉢花及び切花） 
施設面積： 

約 56 アール（1700 坪） 
その他面積 － 
雇用者数 正社員：5 名、パート職員：約 50 名 

主な導入設備・システム 

環境制御システム：グリーンキット（アズビル社（旧 ESD 社））、温調み
つばち（ITBOOK テクノロジー社（旧データテクノロ
ジー社）） 

経理システム：フルーレ（オーキッドシステム社） 
販売管理システム：WEB 受注システム（自社開発） 
配達管理システム：お手持ち配送システム（自社開発） 

生産実績 年間 12 万株（1 万鉢以上） 
 

 

  
写真：ハウス外観 

 

 
写真：従業員集合写真（手前右が森田康雄会長、左が森田健一郎代表取締役） 

様々な ICT ツールを活用し、生産～販売までの生産者主体のサプライチェーンを構築 
＜有限会社森田洋蘭園：埼玉県川越市＞ 



54 

（２）事業の経緯 
有限会社森田洋蘭園（代表取締役：森田健一郎氏）の創業は 1971 年で、現在は会長である森

田康雄氏が、当時 30 坪（約 1 アール）の圃場を構え、洋蘭の生産を始めた。限られた農地で栽培で
き、通年出荷できるため、ある程度収益性が見込まれることから、カトレアと胡蝶蘭を栽培することにした。
創業当時は国内で洋蘭がまだそこまで親しまれていなかった時代であったが、高度経済成長期に合わせて
花でも高級品が求められ始めていた。出荷先は主に都内の卸売市場であり、自社で育種をし、生産技術
を磨きながら、徐々に出荷を増やしていった。 

 
市場出荷を行うにあたって、卸売価格等の市況情報の把握や、伝票管理を、なるべくシステム化したい

というニーズがあった。市場出荷の場合、市場での販売方式（競りや予約相対等）や、値付けや売掛の
流れに合わせて、各種送り状や請求書のフォーマットや作成順序が市場特有のものとなるため、自社で販
売管理のソフトウェアの開発に乗り出すことになる。（詳細は後述） 

生産管理や販売管理におけるシステムの開発・導入や、高い技術に基づく育種、圃場の新設による規
模拡大（ハウス 10 棟で 56 アール）等、様々な工夫をしながら生産性向上に取り組んできたが、2000
年代以降、徐々に胡蝶蘭の需要が縮小し始める。森田洋蘭園では、従来の市場出荷から、街の花き販
売店と代理店契約を締結し、代理店経由での消費者向けネット販売を始める。販売自体は、代理店の
もつ通販の WEB サイト場で行われ、商品自体は森田洋蘭園から購買者に直接配達される形式をとって
いる。（詳細は後述） 

現在は、代理店経由のネット販売が約 4～5 割程度、都内や近隣の花き販売店への販売（BtoB）
が約 3 割、市場出荷が約 2 割程度と、出荷先を分散させながら、洋蘭の生産・販売を続けている。 

 

 
写真：創業時の様子（森田康雄氏ご家族） 

  
写真：ハウス内観 



55 

（３）スマート化の取組 
森田洋蘭園の取組の特徴の一つは、生産～販売にわたって、様々な人手の作業を効率化し顧客のニ

ーズに対応するために、多岐にわたるシステム開発・導入を自社主導で行っている点である。自社の生産
～販売に即した ICT 導入を行いながら、地域の他の洋蘭生産者と相乗りでシステムを活用することで、生
産者主体で最適化されたサプライチェーン構築を図っている。 

以下では、森田洋蘭園が開発した各種システムについて整理する。 
 

① 環境制御システム 

洋蘭は通年出荷が可能な作物であるが、栽培面における省力化を図るために、1990 年頃から環境
制御システムを導入した。当時、ESD 社（現在はアズビル社に統合）が提供する「グリーンキット」（環境
制御基板＋ソフトウェア）を導入することにしたが、システムの操作ロジックや各種パラメータの設定が洋蘭
生産に対応されていなかった。そのため、森田洋蘭園の洋蘭栽培のノウハウに基づき、グリーンキットをカスタ
マイズした。具体的には、天窓やボイラー等の複数の機械の動作を、温湿度や照度等ハウス内外の環境
状況に関する複数のセンサーデータと紐づけながら制御する必要があるが、そこに「職人の勘」を上手く取り
込みながらカスタマイズを行った。例えば、日照をハウス内に取り込む場合、生長に必要な光をなるべく取り
込みつつ、胡蝶蘭の葉焼けが発生しないようにするためには、季節によって異なる天窓の動かし方をする必
要があるが、そこへ外気温をパラメータとして織り込むことで、適切な天窓の開閉制御を実現した。 

花き栽培向けにカスタマイズされたグリーンキットは、森田洋蘭園が代理店となり、他の生産者にも外販
されていたが、その後アズビル社による提供・サポートが終了することになる。グリーンキットの使用自体はしば
らく継続することはできるが、中長期的な観点から、2010 年代後半に次の統合環境制御システムを導入
することにした。市販のパッケージソフトウェアでは自社の洋蘭生産にカスタマイズすることができないことが課
題であったため、いくつか検討を進める中で、都内のシステム企業と共同で新たに統合環境制御システム
「温調みつばち」を開発・導入した（現在は、グリーンキットと温調みつばちを併用している）。温調みつば
ちは、森田洋蘭園の栽培ノウハウに対応した環境制御ロジックが特徴であり、また利用料も月額制（月数
千円程度）である。 

こうした環境制御システム導入の効果の一つは、規模拡大がスムーズにできるようになったことであるとい
う。ハウスを一つ一つ自身で見回り、自身の判断で環境を調整することは多大な負荷がかかるため、それを
システム化することは規模拡大の要件であった。 

また、苗などの生産委託先に対しても同じ環境制御システムを導入してもらっており、環境データなどの
数値を共有しながらそれに基づき栽培管理に関する指示を出せるようになったという。客観的なデータを共
有することで、委託先とのコミュニケーションがとりやすくなったことも、効果の一つとして実感されている。 
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写真：「温調みつばち」の WEB 画面 

（ハウス内環境などのモニタリング画面、スマートフォンでも閲覧可能） 
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写真：「温調みつばち」の WEB 画面 

（ハウス内環境のモニタリング画面、スマートフォンでも閲覧可能） 
（黄線＝ハウス内温度推移、青線＝日射量推移、赤線＝カーテン開度、下段緑と黒の帯＝暖房の ON/OFF） 

 
 

 
写真：「グリーンキット」（左）及び「温調みつばち」（右）の環境制御盤 
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② 経理システム 

創業後、市場向けを中心に出荷を拡大する中で、市況価格の把握や、請求書等の経理業務をシステ
ム化していきたいというニーズが生じてきた。そこで、1987 年に、プログラミング等のスキルを有する康雄氏の
知人と共同で株式会社オーキッドシステムを立ち上げるとともに、経理管理のソフトウェア「フルーレ」を開発
した。フルーレは数度のアップデートを重ねながら現在も使用されており、また、小規模だが他の花き生産者
向けに外販も行われている。 

フルーレの特徴の一つは、市場販売をベースに、洋蘭の売り方（鉢花・切り花、等）や品種、色、サイ
ズ、本数等に合わせて販売価格の推移を管理・閲覧できる事である。これによって、市況の推移を緻密に
把握することができ、生産や販売に生かすことができる。もう一つの特徴は、競りや予約相対などの市場特
有の出荷・販売形式を含め、多様な出荷・販売の流れに応じた伝票管理（請求書や納品書等）を行う
ことができる点である。 

こうした販売管理面でのシステム化を軸としつつ、90 年代前半にかけてアップデートを重ね、現在は仕入
管理（買掛金の管理等）や財務管理等の機能も追加され、森田洋蘭園の会計管理の根本をなすシス
テムとなっている。 
 

 
 
③ WEB 受注システム 

2000 年代以降、街の花き販売店と代理店契約を結び、消費者向けのネット販売を開始する過程で、
WEB 受注システムを自社で開発・導入している。洋蘭の販売では、立札のデザインやラッピングなどの売り
方を細かく指定されるが、従来はそれらすべて電話や FAX で処理をしていた。森田洋蘭園が開発した
WEB 受注システムでは、受注確認から札・伝票確認、発送確認まで、宅配の進捗状況が見える化され、
また WEB にはスマートフォンからでもアクセスが可能であり、代理店にとっても業務の効率化につながってい

 
写真：「フルーレ」の WEB 画面（伝票入力画面） 
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る。 
また、出荷時には、商品の外観を写真で撮影し、受注システムを経由して消費者向けに写真を送ること

ができる。実際に届くより前に早く商品の様子を知りたいという消費者のニーズに対応することで、需要の獲
得につなげている。 
 

 
 
 
（４）栽培・経営における工夫 

森田洋蘭園では、「生産者主導のサプライチェーン構築」を掲げ、システム開発を含む各種取組を進め
ているが、それらは全て、販売店や最終消費者等の顧客のニーズを拾い上げ、その一つ一つに丁寧に答え
ていくことを目的としている。花き販売店と代理店契約を結び、森田洋蘭園が生産する 30～40 種の豊
富な品種を消費者に届けるという取り組みも、それぞれの品種の持つ特徴やストーリーを最終消費者まで
適切に伝え、また品種や規格、買い方等に関する消費者のニーズを拾い上げることにつながり、自社の差
別化、そして経営の維持拡大に貢献してきた。 
 また、森田洋蘭園では、主に首都圏の花き販売店向けに物流網の構築にも取り組んでいる。埼玉県内
の複数の洋蘭生産者と共同で「Do グループ」という生産者組織を作り、「Do ロジスティクス」という共同配
送の仕組みを作り上げている。埼玉県から都内の市場（大田市場や世田谷市場等）を回るルート便を
手配しており、通常の市場出荷と併せてエリア内の販売店に配達するため、一般の宅配便よりも低い配送
料金で利用することができる。また、通常の宅配と比べて事故率（品質の欠損等）が低いため、安心した
購入ができることも強みとしている。Do ロジスティックスでは、2t トラック 4 台（ドライバー5 名）によって運
営されており、その配送管理（運行表や給与支払等）はエクセルマクロ関数ベースで行っている。 
 

 
写真：WEB 受注システムの画面イメージ 

（各行が一つの受注であり、発送状況や札・伝票画像、商品画像などを記録・添付していくことができる） 
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また、販売代理店経由の消費者向け（首都圏）の発送代行として、「お手持ち便」という仕組み・シス

テムも自社で構築している。お手持ち便の仕組みは、Do ロジスティクスのルート便よりもはるかに多くの車と
様々な契約形態のドライバーにより構築されているため、その配送管理システム開発（Web システム）も
複雑であった。複数の生産者から配送依頼エントリーを受け付けたうえで、配車、荷物の追跡、ドライバー
への告知、指示、給料支払までを含めたシステムを作り上げることで、胡蝶蘭の配達というニッチ市場で大
手宅配会社と同等、または部分的にはそれを上回るサービスレベルを提供している。（例えば、お手持ち
便による配送では、配送中の事故率（商品の欠損等）が大手宅配企業よりも低いとのこと）  

 

写真：Do ロジスティクスに参加する生産者メンバー 
（左が森田健一郎氏） 

 
写真：「お手持ち便」の WEB 画面（配送依頼画面） 

配
送
ご
と
の
荷
主
名 

荷主別の 

配送数が表示 

荷主一覧が表示 
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（５）今後に向けて 
 2020 年は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、式典需要などが大きく落ち込み、胡蝶蘭の販売も
春先は激減した。国内の生産者も、さらなる相場下落を防ぐために、年内の生産量を抑え対策（生産途
中にあった株の伐採）をとっていた。一方で、ネット販売も含む家庭用の胡蝶蘭の需要が増えてきており、
その需要を察知していた森田洋蘭園では生産調整を行わず、その結果、秋以降の出荷が持ち直し、また
他生産者の出荷減による相場上昇も相まって、売上も回復してきているという。こうした市場ニーズの変化
に臨機応変に対応できることも、生産者主導のサプライチェーン構築の一つの効果でもある。 

森田洋蘭園は、「花の本質に表れた心で、感謝を贈る。」を経営理念とした掲げている。花の本質、す
なわち「生命ゆえの多様性」をもって、洋蘭を求める一人一人の消費者の心に寄り添っていくことを目指し、
今後も高い品質の洋蘭生産・販売に取り組んでいく。 
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③ ウーマンメイク株式会社：大分県国東市 
 
 
（１）基本情報 
創業年 2015 年 

栽培品目、施設面積 

施設：6 連棟ビニールハウス 
品目：リーフレタス、ホウレンソウ（増設後） 
施設面積：30 アール、計 80 アールに増設中（2021 年 3 月） 

その他面積 － 
雇用者数 従業員 18 名（内役員：3 名、パート職員：15 名） 

主な導入設備・システム 

環境制御システム：菜援(新港テクノス)、 
グリーンラボ II(サンクールシステム) 
自動液肥混入装置：ナッパーランド(三菱アグリケミカルドリーム) 
養液栽培システム(プランツ) 
搬送ロボット：無人搬送車 AGV キーカート（トヨタ L&F カンパニー/）、 
機械調整・台車作成(ムサシ工業)   

生産実績 年間約 60t、日産 2,500-3,000 株（年 300 日稼働） 
 

 

出所：ウーマンメイク提供 
 
（２）事業の経緯 

ウーマンメイク株式会社（代表取締役：平山亜美氏）の創業は 2015 年。就農するにあたり株式会
社として組織化した後、土地の確保、資金調達、近隣農園での栽培実績の積み上げを経て、2016年7
月から 30 アールの施設でリーフレタスの栽培を開始した。2021 年 3 月には施設を 50a 拡大し、計 80a
でリーフレタスのほかホウレンソウの栽培を開始する。 

代表の平山氏は、新卒で関西の大手精密機器メーカーに就職した後、大分県で海外展開を進めてい

  
写真：外観 

ICT活用や自動化による省力化と働きやすさを追求し、売上を伸ばす 
＜ウーマンメイク株式会社：大分県国東市＞ 
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た化粧品メーカーに転職。そこでデザインやブランディングなどの知見を積む一方で、異業種交流会など、地
元の産業振興や地域貢献を考える人々との出会いを広げていた。 

地域の人々との出会いの中で、農業やその 6 次化、食に関わる仕事に魅力を感じつつも、農業をめぐる
課題の多さも認識していた。そうしたなか、妊娠を機に子育てと仕事の両立を考えた上で、同じような立場
の人と働きやすい職場で働きたい、そのような場所を作りたいと決心し、農業、とりわけ先端技術が取り入
れられている施設園芸で起業することを決心した。 

平山氏は、まず近隣の農園からハウスを借り受け、栽培技術を身に着けつつ、同時に 1 年後の栽培開
始を目標に、多数の生産者の話を聞きながら事業計画を立て、それまでに出会った仲間の協力を得て、
資金調達のために株式会社として組織化した。 

当初の資金調達では、生まれたばかりの子どもと一緒に市役所や銀行を回り、事業計画への理解を深
めてもらうことで、30 アールの施設整備に必要な約 1 億円のうち、半分に充てることのできる助成金を確保
し、残りも金融機関からの融資を調達した。 

当初 5 人で始めた栽培は、現在 20 代から 60 代の女性 18 名で対応している。 
 

 
出所：ウーマンメイク提供 

   
 

 
写真：ハウス内観（上）、商品のパッケージ（下） 
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（３）スマート化の取組 

当初より女性が働きやすい施設とするため、省力化を心掛けてきた。リーフレタスの栽培を始めるにあたっ
て、周年で安定した生産とするために環境制御システム、移動式栽培ベンチ、作業管理アプリなどを導入
している。 

環境制御システムを導入したことで生産管理がデータ化できて、栽培を数字で管理ができおた。その結
果、作業時間や収穫数量を管理することができ。フレキシブルな働き方にも対応できるようになった。 

また、子育て中の女性が多いウーマンメイクでは、フレキシブルな働き方の前提として、作業状況を職員
間で共有していた。 

これらを導入したことによって、当初より安定した周年栽培ができ、職員の突発的な勤務形態の変更に
も臨機応変に対応できた。 
 さらに、今年度は収穫物の搬送にロボットを導入する。当初から施設内は搬送が容易なようにコンクリー
トで舗装してあったが、施設から道路までの通路は舗装されていなかった。ほ場から道路までロボットを導入
するにあたって、通路幅の計算や導入を検討していたロボットの車両部分の調整が必要になり、平山氏は
経営者の異業種交流会で知り合った地元のメーカーの協力を得て、ほ場に最適なロボットに改良すること
にした。地元のメーカーに依頼したことで、ロボットに何かあった際にも問題なく出荷できるよう、メンテナンスを
容易にできるようになった。 

データの活用では、EC、PH、農薬散布の記録、栽培日数のデータ記録、分析をしているほか、養液や
原水分析、残留農薬検査を外部委託で行っている。環境制御システムのデータについては、記録はしてい
るが、日々の分析はしていない。栽培開始から 4 年が経って生産量は定まっており、現在の施設規模で最
大量を栽培し、日々記録している生育状況と取引先からの発注量を見ながら収穫している。 

以前より夏の冷却に地下水を活用していたが、今年は冬のボイラーでの加温をやめて、地下水での加温
（温度維持）を試した結果、ボイラーよりも一定温度を維持でき、さらに重油代などのコストの削減、それ
らによる環境に配慮した生産が可能になった。現在は、水温と肥料濃度は日々確認し、生育状態をよく見
ること、その状態によって管理をしっかり行うことに注力している。 

また、出荷売上データは、エクセルで管理している。取引先の状況をみながら、新たな販路開拓の必要
性の有無を判断し、バイヤーに相談するようにしている。 
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出所：ウーマンメイク提供 

 
 
（４）栽培・経営における工夫 

ウーマンメイクの取引先は、大手小売がメインである。小売側は多様な野菜を取り扱うため、リーフレタス
だけでは開拓が難しかったため、ウーマンメイクでは、近隣の上原農園グループと協力して営業を行い、販路
開拓をしてきた。また、輸送、機会、資材を共同で利用するための共同集出荷場を整備している。会社と
して地域の行事や草刈り、老人会などのイベントには積極的に参加することで、地域の理解も深めている。 

販路については、当初大分空港近接という立地を活かし、首都圏の小売向けに半分程度空輸で出荷
していたが、運賃が上がったこと、また今年度は新型コロナウイルスの影響で便数が減ったこともあり、現在は
県内の小売向けの出荷割合を増やすとともに、新規にドラッグストアへ納品することになり、その売上は伸び
ている。 

売上は、4,500 万円（2016）、6,200 万円（2017 年）、7,700 万円（2018 年）、6,900
万円と右肩上がりの傾向にある。今後も、運賃や鮮度を考慮して、地元の小売をメインの取引先としていく
とともに、増設しているハウスでホウレンソウの栽培を新規に拡大し、全量年間取引を要望している取引先
に対し、安定した供給を目指す。 

品目を増やすことで、既存の取引先への販売量の増加、配送料の抑制にもつながる。取引先とはただ

 

  
 

 
写真：スマート化の状況（上）、モニタリング画面（下） 
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野菜を売るだけの関係ではなく、消費者や市場の声を拾い、商品開発ができる関係性を築けており、消費
者の声を活かした生産を心掛けて商品開発を続けている。 

リーフレタスは、この 10 年ほど人工光型植物工場産も含め、生産量が拡大しているが、そのような環境
の中、ウーマンメイクでは、自らのリーフレタスにブランド名「やさいまま」と付けた。ここには、「優しいママのよう
な愛情を込めて育てる」と「野菜そのままの味を届ける」という二つのメッセージが込められている。 

パッケージは、ピンクを基調とした上品なイメージとしたところ、手に取ってもらいやすく、SNS などで取り上
げてもらいやすいことがわかった。2021 年 3 月から栽培開始予定のホウレンソウにも、知名度を上げるため
のネーミング、パッケージを検討し、情報発信を積極的にしていこうとしている。 

栽培に関しては、生産効率を上げるために、資材や道具の整理整頓（整理、整頓、清掃、清潔、習
慣づけの５S の維持）や毎日の作業時間の目安の掲示などを実施している。並行して、栽培工程を 15
項目に分け、従業員それぞれの健康状態や個別意見を聞き取り、個別カルテを作成して、作業ローテーシ
ョンを組んでいる。 

さらにキャリアアップへの取組として、マネージャー、リーダーなどそれぞれの役職における要件を明示し、キャ
リア別のチャンスリスト（能力開発の機会：営業への参加、販売の実績、研修会への参加など）を示しつ
つ、作業内容についてキャリア別の行動目標を示し、スキルチェックシートによって遂行基準の確認、自己評
価ができる仕組みをつくり、目標設定と評価につなげている。 

また、ウーマンメイクでは、生産効率を上げるための取組だけでなく、働きやすさについても追及している。
当初から日曜は完全休日としており、それぞれの家庭の事情や働き方の希望に沿って、週 4 日から 6 日、
時間帯も 8:00-17:00、8:00-12:00、9:00-12:00 と選択できるようになっており、学校の休日や行
事などにもフレキシブルに調整できるよう、作業状況を全員で共有するようにしている。妊娠、出産を経ても
働きたい職員が戻ってきやすいよう、体調に応じた作業担当へ割り振ったり、声をかけたりするなど、産後も
戻りやすい職場の空気を大事にしている。 
 

（５）今後に向けて 
今年度から大分県の「研修体制整備促進事業」に採択され、新規就農者の 2 年間の研修を受け入

れている。研修者は、大分県からの補助によって社員として栽培実績を積み、座学の研修にも参加して就
農者として独立することを目指す。研修者の受入れでは苦労も多いが、研修を通して組織としての成長も
重ね、研修者の独立後はグループ化によって地域の農業振興につなげる。 

また、会社の設立当初より目標の一つであった 6 次化については、レストランや託児所、図書館など、地
域の拠点となるような「道の駅」の事業化について、同時進行で検討中である。 
 

  



67 

４．２．地方公共団体 
① 宮城県 
 

（１）施設園芸の概況 

宮城県の農業は、2018 年度のデータでは米作が 800 億円超と最も産出額が高く、次いで肉用牛などの畜
産で 750 億円超、野菜が 280 億円と続く。野菜では、いちご、きゅうり、トマト、ねぎの順で生産額が高い。 

全国的に野菜の生産額が減少するなか、宮城県では微増傾向にある。この背景には東日本大震災を機に、
被害に遭った農地の区画拡大整理、農地集約、農家の組織化など、大規模な土地利用や効率的な営農方
法の導入を県が主導となって取り組んだことなどがある。 

担い手については、農業従事者数の減少が続くなか、農業法人は震災前の 2 倍近くに増えている。 
 

図：宮城県の園芸作物の産出額の推移 

 
出典：農林水産省「平成 30 年生産農業所得統計」2020 年 1 月から作成 

 
図：作物別ガラス室・ハウス等の設置実面積の推移 

 
出典：宮城県「みやぎの園芸特産データブック施設園芸編」2020 年 3 月 
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図：宮城県の農業法人数の推移 

 
出典：宮城県「宮城県農業・農村の概要」2020 年 4 月 

 
 

震災後の宮城県の農業を担う経営体は、栽培規模も拡大しており、大規模施設での生産技術の向上と経
営安定化を課題としていた。そのような背景もあり、県が 2016 年に策定した「みやぎ園芸特産振興戦略プラ
ン」では、「先進的技術を導入した施設園芸」をあるべき姿として掲げ、「競争力と魅力ある先進的大規模園芸
産地の育成」を進めている。 

プランで示されている以下の基本方針のうち、施設園芸では基本方針１、３に重点を置いている。 
 
１．施設園芸産地の競争力の強化 

園芸特産品目の安定供給体制の構築、生産力と品質を高める栽培技術の高度化、 
次世代型施設園芸の推進 

２．土地利用型露地園芸の推進 
 水田等における園芸特産の振興、加工・業務用園芸産地の拡大 
３．次代を担う園芸経営体の育成 
 先進的園芸経営体の育成、活力ある担い手の確保・育成 
４．消費者・実需者ニーズに応える販売戦略の展開 
 人と環境に配慮した安全・安心な農林業の推進、国内外の多様な需要に対応した販売力の強化、地域
優位性を活かしたブランド化の推進 
 
これらの実現のため、県の農業・園芸総合研究所に先進的園芸経営体支援チームを設置し、農研機構な

ど関係機関との支援体制整備や人材育成、技術・経営能力向上のための研修、巡回指導等の実施、生産
者間の連携強化のためのネットワーク化を進めた。 

その結果、園芸作物の産出額は東日本大震災前の水準まで回復し、プラン計画期間後半では当初の目
標の上方修正や園芸振興室の新設など体制が強化され、目標達成に向けて取り組みが加速化している。 

産地育成を推進するために園芸作物の重点品目も設定されているが、下表のとおり産地改革品目 18 品
目、地域戦略品目 48 品目のうち、いちご、きゅうり、トマトについては全県域において産地改革品目となってい
る。 
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重点振興品目 定義 

産地改革品目 
（17 品目） 

県全体の基幹品目として産地化されているが、さらに産地の構造改革を進め、産地の
維持拡大を図る品目のうち、部門ごとに定める選定基準を満たすものを園芸特産振興
会議で選定。 
例：いちご、きゅうり、トマト 等。 

地域戦略品目 
（48 品目） 

各地方振興事務所・地域事務所を範囲とする圏域で、地域の特色を生かし、地域農
業の活性化のために重点的に推進する品目のうち、園芸特産振興地域会議により選
定。震災後の地域の背景を踏まえ、産地の情勢変化に対応できるよう園芸特産振興
地域会議において毎年追加が可能。 
例：ナス、葉菜類 等。 

 

（２）目標とする経営の姿 

宮城県では、園芸生産拡大に向け、収益性向上（単位面積当たり収量増）、規模拡大（先進的な施
設・機械等の導入促進）、企業による新規参入支援（各種補助事業、事例集等の情報提供）等が進ん
でいる。環境測定機器等の活用拡大や高度環境制御システムの導入拡大とともに、その活用技術の定着を
進め、それによる適切な環境制御と生育環境性の整備を進めることで収量の向上を目指す。 

特に収益性向上については、いちごの産出額目標が当初の 50 億円から 70 億円に、収量も 3.6t/10a か
ら 4.7 t/10a に上方修正されている。昨年度は長距離輸送に適した県育成の新品種「にこにこベリー」の栽培
が本格化している。 
 

図：施設園芸高度化のイメージ 

 
出典：宮城県「みやぎ園芸特産振興戦略プランの中間見直しについて」2018 年 
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この「次世代施設園芸」の推進指標は、以下のように設定されており、今年度の結果はまだ出そろっていない
が、概ね目標は達成される見込みである。 

 
指標 基準 

産地改革品目の産出額 201 億円（2014）から 250 億円（2020） 

園芸施設面積 1,009ha（2014）から 1,060ha（2020） 

養液栽培面積 153ha（2020） 

県開発品種の栽培面積 

いちご：32.7ha（2014）から 70ha（2020） 
ユリ：4a（2014）から 20a（2020） 
リンゴ：1.3ha（2014）から 3.0ha（2020） 

加温施設における 
化石燃料利用削減率 

80%（2014）から 75%（2920） 

 
また、現在、宮城県では「農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針」（以下、基本方針。）を改訂

中であるが、これまで「施設野菜＋水稲」と設定していた営農類型を、今回の見直しにより、いちご、きゅうり、ト
マト、パプリカの 4 品目に関して単品での営農類型を示す予定である。 

これらの 4 品目の経営モデルは、栽培面積 1ha、環境制御システムや IPM 等を導入、大規模経営に適し
た労務管理等による収量・品質・生産性の向上、データに基づく栽培管理と生産者間ネットワーク構築による
改善スピードの向上を目指しており、粗収益 850～1,250 万円程度、経営費 680～1,080 万円程度、農
業所得 1,560～1,720 万円程度と目標設定する見込みである。 
 

（３）生産基盤の強化に向けた取り組み 

宮城県では、2014 年から 2017 年まで農業・園芸総合研究所の先進的園芸経営体支援チームが中心
となり、2018 年からは園芸振興室先進的園芸推進班が主体となって、先進技術の早期定着と普及拡大、
経営の安定化に向けた企業や研究機関等との連携を進めている。なかでも、トマト、パプリカ、いちご、きゅうりを
大規模施設で栽培している 3 つの事業者を、高度な環境制御技術による生育管理、適切な労務管理等に
より収益性の高い園芸経営を実現するための「次世代施設園芸」モデルとして設定し、成果の普及に努めてい
る。 

その推進体制として、下図のとおり「宮城県次世代施設園芸加速化コンソーシアム」を構築し、多くの関係機
関との定期的な情報共有などにより、各モデル事業者における成果の分析とその情報発信による普及拡大、先
進技術を取り入れる際の管理技術人材の育成などを進める。 

また、企業参入においては、県農業振興課、みやぎ農業振興公社、宮城県農業会議が連携し、ワンストッ
プの参入窓口となり、農地の確保、事業計画の作成、資金繰りなどの相談に応じている。県関係機関、JA グ
ループ（県本部、中央会）、研究機関等と立ち上げた「先進的園芸経営体支援連絡会」は、相談窓口のひ
とつとして、情報共有と技術支援を進めることになっている。県は栽培環境データの活用方法や生育コントロール
技術の定着支援を主に担当し、JA グループは法人化、営農相談等への対応、研究機関は高度な技術相談
へのアドバイスを行う。 
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これらの取り組みを進めることで、2021 年 3 月に策定予定の「第 3 期みやぎ食と農の県民条例基本計
画」では、園芸産出額を 2030 年には現在の倍に上げるなどの目標設定をしており、栽培技術の向上と合わ
せて、マーケットインによる生産拡大と加工なども含めた食品産業との戦略的な連携によるバリューチェーンの構
築を進める。 

 
図：宮城県次世代施設園芸加速化コンソーシアム 

 
出典：宮城県「宮城県の技術支援の取組」2021 年 2 月 

 
 
「先進的園芸経営体支援連絡会」で県の担当として、コンソーシアムの農業法人と一緒に次世代施設園芸

を進めている相澤氏は、㈱イグナルファームなどがモデルとなっているポイントとして、以下を挙げている。 
●情報・データをオープンにしている 

法人の方針として、県や研究機関等に積極的に自分たちの情報やデータを公開することで、相手の協力

対応を得ることができ、議論が深まる。課題解決に向けた重要なポイントにいち早く到達、改善につながる。 

●アンテナが高い 

補助事業や各種支援情報、他県産地における取組や新しい技術、キーパーソンなどの情報を社内外の

人脈を活用して得るとともに社内で情報共有し、自分たちにも取り入れることができないか、何か改善につな

がらないかと日々探索、研究をしている。自社に新しいことをどんどん入れていこうという姿勢がある。 

●他組織との交流や視察や研修生の受け入れ等を厭わない 

多忙であっても、何かしら得るものがあるという姿勢で、地域からの要望があれば積極的に対応し、地域に

貢献している。 

●人材育成は独立を目指す 
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受け入れる研修生や新入社員には、早期にハウス単位の責任を持たせて、「植物を見る目」を養うように

している。週 1 回程度の勉強会を通して、そのような「目」を習得することと栽培の「勘所」を伝授し、データの

活用とバランスよく技術を高めることで、早期の独立を可能としている。その結果、更に次の若い世代が参入

し、また成長していく土台ができている。 

 
主な事業①みやぎの園芸法人ステージアップ事業 

宮城県内に本店を有する農業法人を対象に、施設の整備や機械設備の導入に対して 1/2 の補助を行う
もので、「（１）企業的園芸等施設整備型」と「（２）付加価値創造支援型」とがある。それぞれ事業要件
があり、（１）では新規雇用を 1 名以上もしくは延べ 200 日/年以上雇用確保、3 年後の年間販売額が
1,000 万円以上増加、対象事業費が 3,000 万円以上であることが求められる。 

また、（２）は、加工や業務用向けの栽培及び出荷を支援するもので、設備の導入によって 3 年後の年間
販売金額が 500 万円以上増加すること、対象となる総事業費が 1,000 万円以上であることが求められる。 

当事業は、県の重点振興品目であるいちご、トマト、ねぎ類、葉菜類、きゅうり、たまねぎ、なす、かんしょ、ブ
ルーベリーなどを対象に 2016 年から今年度まで 25 法人を採択した。この結果、新規法人の増加、園芸販
売額 3 億円程度の増加につながっている。 

 
主な事業②大規模園芸経営体育成事業（アグリビジネス・チャレンジ支援事業） 

利用できる事業主体は、宮城県内で園芸生産を行う、売上高の増大を目指す農業法人等であり、この事

業を活用するための実施計画を作成し、内容について知事の認定を受けなければならない。認定を受ければ、

機械設備や施設の取得及び整備に要する経費について 1/2 の補助（上限 6,000 万円）を得られる。

2020 年度は 2 件の採択予定件数が設定された。 

要件は、直近 3 か年の年間売上が 1 億円未満であること、3 期後の年間売上高が 3,000 万円増かつ 1

億円を上回ること、1 名以上雇用を増やすこと、栽培品目が「みやぎ園芸特産振興戦略プラン」の重点振興品

目であることの 4 つが求められている。 

いちご、ねぎ類、葉菜類、トマト、鉢もの、花苗などを中心に、2012 年から今年度までに 11 法人が採択さ
れ、6 割程度の法人が目標を達成し、2 億円以上の販売額増加につながっている。施設園芸の場合は、環境
制御等の先進的な技術の導入を推奨している。 

当該事業では応募者に事業計画をプレゼンテーションする機会を設けているが、事業計画を策定し、発表の
場で説明することで、参加者からは「経営を見直す機会になった」、「3-5 年後を見据えた仕事をしなければと、
経営者としての意識が高くなった」という声が寄せられている。 

 

主な事業③競争力ある園芸産地づくり生産流通強化事業 

当事業は、地域（原則として市町村を一つの地域とする）の枠を超えた広域連携による生産体制の構築、
競争力のある園芸産地を創出するための取組や施設、設備の導入支援をするもので、県が認定する連携協
議会とその構成員を補助対象としている。 

連携協議会は、①複数地域の生産組織(生産部会、農業法人等)、②実需者、市場、流通事業者、③
関係機関(県の関連機関、農業協同組合、市町村)の 3 つすべての構成機関を含む必要がある。 
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連携協議会は、「園芸生産流通等強化計画」を作成し、県の認定を受けることで、その計画に沿って事業を
進めるために、「連携推進費」、「体制整備費」の 2 つの事業メニューを活用できる。 

「連携推進費」は、連携協議会が実施する栽培技術向上のための研修会開催経費等に活用できるもので、
上限 300 万円の定額補助が受けられる。また、「体制整備費」は、事業費の 1/2 の補助（上限 2,500 万
円）を受け、連携協議会の構成員が整備、導入する施設、設備の経費に活用できる。 

なお、計画の採択要件として、対象品目が「みやぎ園芸特産振興戦略プラン」の重点振興品目であること、
計画実施後 3 年後までに生産量及び販売額が基準年度比 110%以上かつ 1,000 万円以上増加するこ
と、事業期間内の総事業費が 1,000 万円以上であることが求められる。 
 当該事業では、醸造用ぶどう、トマト、ばれいしょ、たまねぎなどを中心に、2016 年から今年度まで、延べ 17
団体が採択された。いずれも概ね事業目標を達成しており、新たな園芸産地づくりと、2.6 億円程度の園芸販
売額増につながっている。 
 

図：連携協議会のイメージ図 

 
出典：宮城県「令和２年度競争力ある園芸産地づくり生産流通強化事業」 

 
参考資料： 
宮城県農政部園芸振興室ホームページ 

宮城県農政部園芸振興室「宮城県の技術支援の取組（スマートグリーンハウス・シンポジウム資料）」 

宮城県農政部「令和 2 年度みやぎの農業施策ガイドブック」 
農林水産省「平成 30 年生産農業所得統計」 
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②  高知県 
 
 

（１）施設園芸の概況 

高知県の農業産出額は 1,170 億円（2018 年）で、そのうち野菜が 745 億円と 6 割超を占める。全国
的に野菜の生産額が減少するなか、高知県の野菜生産は増加傾向にあり、2018 年の生産額は 2009 年の
約 1.4 倍となっている。 

「令和2年度高知県農業の動向」によると、2018年の生産量は、ナス35,935tを筆頭にキュウリ25,412t、
ピーマン 10,687t、トマト 4,829t と園芸作物が上位を占める。 

高知県の農業就業人口は、全国同様減少の一途であり、担い手の高齢化も進む。耕作放棄地の割合も
増加傾向にある。その一方で、耕地面積当たりの農業産出額は高知が 674 万円/ha と日本一となっており、
農地の集積、収量増が進んでいる様子がうかがえる。 

この背景には、高知県がオランダを手本に進めてきた「まとまりのある園芸産地の再構築（産業振興計画
2009 年）」の動きがある。2017 年の「第 3 期産業振興計画」では、「生産力の向上と高付加価値化による
産地の強化」に関して、オランダの環境制御等の先進技術を、高知の気候条件やハウスの構造、栽培品目な
どに合わせて改良を重ねた「次世代型こうち新施設園芸システム」を確立し、普及を図ってきた。 

現在、これらの普及推進は順調に進む。県が設定した野菜主要 7 品目（ナス、キュウリ、ニラ、ピーマン、ミョ
ウガ、シシトウ、トマト）における環境制御技術の普及率は、2017 年の 35%から 2019 年には 53%となって
いる。また、軒高 2.5m 以上、耐風速 35m/s 以上で環境制御装置が標準装備された「次世代型ハウス」の
累積整備面積も 2017 年当初 33ha であったものが、2019 年は 59ha と拡大している。 

 
図：高知県の農業産出額の推移 

 
出典：農林水産省「平成 30 年生産農業所得統計」2020 年 1 月から作成 
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図：栽培規模別経営体の状況 

 
出典：高知県「令和 2 年度高知県農業の動向」 

 

（２）目標とする経営規模 

高知県では、農林水産省の次世代施設園芸導入加速化支援事業によって四万十町に 4ha 超の大規模
施設を設置し、地元のトマト生産事業者が中心となって、隣接する農業担い手育成センター等と一緒にオラン
ダ型高軒高の施設に環境制御技術を導入して、収量増と省力化、高品質化を進めた。 

それが下図にある三角形の最上段にある「大規模施設園芸団地」にあたる取り組みである。同時に県独自
の取り組みとして、三角形の二段目、三段目にあたる「次世代型こうち新施設園芸システム」を普及してきたが、
2018 年、より一層の生産性向上、産地の維持のために IoT や AI などの最先端のデジタル技術を融合させ
た、「Next 次世代型施設園芸農業」への進化に取り組むこととした。 

これは、データ共有基盤の整備や、データ活用型の技術開発を図り、高収量、高品質、高付加価値、省力
化、省エネルギー化をより一層進めるためのもので、光合成や蒸散の状況、生育状況など施設内のデータ収集、
分析に加え、収量予測、収穫時期予測、市場予測などを AI で最適モデル化すると共に、それを活用するため
の機器、システムを開発して県内外に展開することとしている。 

県では、第４期産業振興計画において以下の数値目標を設定している。 
・野菜主要７品目の出荷量（年間）：10.0 万 t（2018）を 12.4 万 t（2029） 

・次世代型ハウスの整備面積：46.0ha（2018）を 210ha（2029） 

・施設園芸関係機器・システムの販売額：2.6 億円（2018）を 133.4 億円（2029） 

また、その経営モデルとして、大規模施設園芸団地では、目標面積 3-5ha 程度、販売目標額３-５億
円、大規模次世代ハウスは、目標面積 1-3ha 程度、販売目標額 1-3 億円、中規模次世代ハウスは、目
標面積 50a-1ha 程度、販売目標額 5 千万-1 億円、既存型ハウスは、目標面積 50a 未満、販売目標
額 1 千万-5 千万円と設定している。 
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図：Next 次世代型施設園芸農業の目指す姿 

 

出典：高知県「令和 2 年度当初予算案の概要（別冊資料）」 

 
 

（３）生産基盤の強化に向けた取り組み 

主要事業①ネクスト次世代型施設園芸農業推進事業 
現在高知県の施設園芸の重点事業として進められている当事業は、2018 年に「地方大学・地域産業創

出交付金」として認定された。実施計画では、園芸作物の生育情報の AI による可視化とその活用による最先
端の研究開発を行うとともに、それらに必要な人材育成及び関連機器設備等の産業の創出と集積、メーカー
の集積などを狙い、5 年間で約 42 億円が事業費として計上されている。 

推進体制としては、知事をトップに高知大学、高知工科大学、高知県立大学および関係産業団体の長や

金融機関代表者で組織する「高知県 Next 次世代型施設園芸農業に関する産学官連携協議会」を立ち上

げ、その協議会の元に、県内外の大学等を中心とした研究開発を担当する「Internet of Plants（以下、

IoP）プロジェクト研究推進部会」、高知県内の大学等を中心とする高度な専門人材の育成を担当する「人

材育成部会」、産業界との協業による技術革新やビジネス創出の促進を担当する「IoP 推進機構」から成る２

つの専門部会と推進機構を組織している。 

IoP プロジェクトでは、生育情報や市場状況などの各種データの収集、分析、見える化を進め、出荷予測シ

ステム、クラウドサービス（関連データの自動アップロード環境整備、データ分析とその結果の見える化、生産者

及び指導員などへの情報のフィードバック）を今年度開発している。 
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図：IoP プロジェクト研究推進部会が取り組む研究開発テーマ 
 

 
出典：高知県「第 6 回高知県 Next 次世代型施設園芸農業に関する産学官連携協議会資料」 

 
 
当事業を開始してから 3 年が経ち、現在 180 軒の生産者のほ場をつないで、導入したシステムの稼働状況

や取得したデータの取り扱い、情報共有の体制づくり、データ活用の仕組みを検討している。今年度の成果はク

ラウドのプロトタイプ構築ができたことである。2022 年度半ばまでは実証期間として、IoP クラウドサービスのデー

タ連携や AI エンジンの充実を図るとともに､これらのデータ活用による栽培管理や営農を指導できる人材の育

成に力を入れ、2023 年度には、約 2,000 戸の生産者のクラウドへの参加を目指す。 

 

主要事業②次世代施設園芸推進事業 
2016 年に開始された事業で、次世代型こうち新施設園芸システムの普及に加え、園芸農業を核とした関

連産業を地域に集積させる農業クラスターの形成を促進するために、農業法人や農業協同組合等が整備する

ハウスや生産関連施設の経費について、市町村等に対して補助金を交付するものである。この事業のうち「次

世代型ハウス・農業クラスター促進事業費補助金」には、「次世代型ハウス整備事業」、「生産関連施設整備

事業」、「農業クラスター加算事業」、「雇用奨励事業」、「アドバイザー支援事業」の 5 つがある。 

「ネクスト次世代型施設園芸農業推進事業」で先進的な研究開発やそのための人材育成を進めるのと同
時に、足元の生産者の営農でも先端技術の導入拡大をするために、専門アドバイザーの活用による生産者等
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への指導の充実や次世代型ハウスの整備の拡大など、投資の軽減を図るものである。 
昨今の自然災害の影響なども踏まえたエネルギー供給施設や環境等に配慮した有機物処理・利用施設の

整備、また、販路拡大などの支援もあり、農業振興部の枠を超えた、庁内連携で進めている事業である。 

 

事業名 概要 対象経費 

次世代型ハウス
整備事業 

次世代型こうち新施設園芸システムの普及及び農業クラ
スターの核となる生産面積の拡大を図るために、環境制
御装置を備えた次世代型ハウスを整備する事業 

ハウス本体、附帯設備、管理棟、簡
易な基盤整備 

生産関連施設
整備事業 

農業クラスターの形成を促進するために、農業クラスタープ
ランに位置づけられた次世代型ハウスの整備又は露地園
芸作物の生産拡大等に伴って必要となる生産関連施設
を整備する事業 

育苗施設設備、集出荷施設設備、
エネルギー供給施設設備、研究開
発施設設備、有機物処理・利用施
設設備など 

農業クラスター加
算事業 

農業クラスターの形成を促進するために、農業クラスタープ
ランのもと、次世代型ハウス又は生産関連施設を整備す
る場合において、補助率を加算する事業 

※次世代型ハウス整備事業、生産
関連施設整備事業と同様 

雇用奨励事業 次世代型ハウスの経営安定又は農業クラスターの形成
及び発展のために、新規雇用を支援する事業 

新規雇用に要する経費 

アドバイザー支援
事業 

次世代型ハウスの経営安定又は農業クラスターの維持
発展のために、専門知識及び技術を有する人材の委嘱
等を行う経費に対して支援する事業 

専門知識や技術を有する人材の委
嘱等に要する経費（謝金、交通費
等） 

 

 
参考資料： 
高知県農業振興部農業イノベーション推進課ホームページ 
高知県「令和 2 年度高知県農業の動向」 
高知県「令和 2 年度当初予算案の概要（別冊資料）」 
高知県「第 6 回高知県 Next 次世代型施設園芸農業に関する産学官連携協議会資料」 
農林水産省「平成 30 年生産農業所得統計」 
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４．３．まとめ 
 

スマートグリーンハウスの展開推進に向けて、「栽培技術・生産工程管理」、「労務管理・

組織管理」等の側面からの取り組みとそれによっていかに生産性向上・経営効率化を図って

いるかを見てきた。その導入ポイントと効果は以下のとおりである。 

 

図表 54 スマート化のポイント 
項目 スマート化のポイント 

栽培技術・

生産工程管

理 

・環境制御システムの導入により、客観的な指標に基づきながら、日次・週次

の栽培管理の PDCAサイクルを回せることで、複数のメンバーが関与する工

程管理の改善を図ることが可能。【GRA】 

・環境制御システムは、施設整備時、規模拡大時に導入するかがポイント。施

設内を１つずつ自身で見て回る手間やその個々において自身の判断で環境

を調整することは負荷過大。一元化することは規模拡大の要件。【森田洋蘭

園】 

・女性が多い職場における運搬の自動化等の省力化は、担い手が高齢化する地

域では必須。市販のシステムが施設に遭わなければ、メンテナンスしやすい

地元企業に改良を依頼。【ウーマンメイク】 

労務管理・

組織管理 

・作業管理記録システムは、パート従業員の配置や作業管理を決定する際、従

業員ごとの作業工数実績のデータを参照し、適切な人員配置に活用でき、効

率化につながる。【GRA】 

・市況把握・販売・経理システムを花き農家向けに独自に開発した森田洋蘭園

では、この導入により、市況推移を緻密に追うことができ、また競りや予約

相対などの市場特有の取引を含めた多様販売管理を一元化できるようにな

った。【森田洋蘭園】 

・環境制御システムを導入したことで、作業時間や収穫数量を把握できること

で、生産効率への意識醸成、フレキシブルな働き方への対応が可能になっ

た。【ウーマンメイク】 

 

今年度の事例調査では、スマートグリーンハウスの展開促進という点で、規模やスマート

化の導入期間もそれぞれであったが、いずれも栽培管理、労務管理において、顧客の求める

質をどのように維持し、作業をどのように効率化できるかを日々検討しながら栽培を行って

いる事業ばかりであった。 

共通してみられるのは、市場環境を確実に把握し、取引先のニーズに合致した商品を適時

販売していること、またスマート化にあたり、市販のものに満足しない場合は自作するか、

地元の専門家に依頼することで解決するなど、改善への意識が高く、問題意識を高く持って

いることなどが印象的であった。 

また、宮城県、高知県の取り組みは、大規模施設園芸の事業者というトップランナーの育

成で得た知見をもとに、地域単位でそのノウハウを適用し、新たなデータ活用を指導員や大

学、研究機関等との連携を通して実証し、スマートグリーンハウスのボトムアップを図って

いる。それとともに、他県に展開できるシステムも開発、提供しているなど、周辺産業の振

興にも寄与していることがわかった。 
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参考：実態調査調査票 
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大規模施設園芸・植物工場 全国実態調査・事例調査 
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